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Chapter101 計画の背景

02 計画の目的

　平成 6（1994）年、出生率の低下や子どもの数の減少傾向にある中、仕事と子育ての両立支援など、子どもを産み
育て安い環境づくりに向け、その後 10年間に取り組むべき基本的方向と重点施策を定めた「今後の子育て支援のため
の施策の基本的方向について」（エンゼルプラン）、同プランを実施するための「緊急保育対策等 5か年事業」が策定
さました。
　また、平成 11年（1999）年には、「少子化対策基本方針」と、この方針に基づく重点施策の具体的実施計画として「重
点的に推進すべき少子化対策の具体的実施計画について」（新エンゼルプラン）が策定され、従来の保育に関する内
容に加え、雇用、母子保健、相談、教育等の事業も加えられました。
　その後、平成 15（2003）年には、次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で応援する観点から、地方公共
団体及び事業主が行動計画を策定することにより、次世代育成支援のための取り組みを推進することを促進すること
をねらいとし、「次世代育成支援対策推進法」が制定されました。
　しかし依然として出生数の減少などが続いていたこと等から、平成 24（2012）年に制定された「子ども・子育て支
援法」、「認定こども園法の一部を改正する法律」及び「関係法律の整備等に関する法律（児童福祉法の改正）」をあわ
せた「子ども・子育て関連３法」のもとで、「子ども・子育て支援新制度」が平成 27（2015）年４月から本格施行され
ました。
　新制度においては、「子どもの最善の利益」が実現される社会を目指して、幼児期の教育・保育の一体的な提供、
保育の量的拡充、家庭における養育支援等を総合的に推進していくことが求められています。
　また、平成 28（2016）年６月には「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定され、少子高齢化に正面から立ち向か
うこととし、「希望出生率 1.8」の実現に向け、若者の雇用安定・待遇改善、多様な保育サービスの充実、働き方改革
の推進、希望する教育を受けることを阻む制約の克服等の対応策を講じていくこととされました。
　平成 29（2017)年 6月には、「子育て安心プラン」が公表され、25歳から 44歳の女性就業率の上昇や、保育の利用
希望の増加が見込まれることから、女性就業率 80％にも対応できる約 32万人の保育の受け皿を整備することが示さ
れました。

　川西市では、子ども・子育て支援法第 61条、及び次世代育成支援対策推進法第 8条に基づく計画として、また、「川
西市保育所整備計画」、「川西市幼稚園教育振興計画」を引き継ぎつつ、子ども・子育て新制度の理念や意義を踏まえ、
平成 27（2015）年３月に「川西市子ども・子育て計画」（以下、「第１期計画」という）を策定し、子ども・子育てに
関する施策を総合的に推進してきました。
　第 1期計画期間中には、待機児童解消を目的とした民間施設誘致による幼保連携型認定こども園の整備や認可外保
育施設に対する地域型保育事業への移行支援、耐震・老朽化及び児童数の減少対策のための市立幼稚園・保育所の一
体化事業等に取り組み、現在も事業を推進しています。
　本市においては、これまでも子育て家庭を取り巻く様々な分野の施策を総合的に進めてきましたが、出生率は横ば
いの傾向が続き、保育サービスにおいては待機児童が見られ、引き続き地域子ども・子育て支援の充実、就学前教育・
保育の質の向上や、子ども健やかに育成される環境の整備が求められています。
　以上のことより、このたび令和元年度をもって第１期計画が令和元年度で期間満了となることに伴い、近年の社会
潮流や本市の子どもを取り巻く現状、計画の進捗状況を確認・検証しつつ、新たに「第２期川西市子ども・子育て計画」

（以下、「本計画」という）を策定することとなりました。
　本計画は、現在の子育て世帯のニーズを的確に把握するとともに、今後の幼児期の教育・保育や地域の子育て支援
の取り組みをより計画的に実施し、子どもの健やかな育ちと子育てを社会全体で支援する環境を整備することを目的
に策定するものです。

計画の概要
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Chapter1 03 近年の動向

2 保護者の働き方の変化

2 子育て環境の変化

3 幼児教育・保育の無償化

4 子育て安心プランを踏まえた動き

5 放課後児童クラブの受け入れ拡大

6 児童福祉法改正による社会的養育に関する抜本的な改正

　平成 26（2014）年、「まち・ひと・しごと創生法」が制定され、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が策定された
ことにより、少子高齢化と人口の減少に対応するための様々な施策が開始されました。
　子ども・子育ての分野においては、若い世代が希望する時に結婚し、安心して妊娠・出産・子育てできる環境の整
備を計画的に進めていくための指針が示されました。

　共働き世帯がさらに増加する中では、子育てと仕事の両立を実現し、安心して妊娠・出産・子育てできる環境整備
がより一層求められます。
　国の働き方改革実現会議では、平成 29（2017）年３月に「働き方改革実行計画」が策定され、子育てと仕事の両立
がしやすい支援制度の整備等を進めることとされています。また、男女共同参画社会の実現に向けた様々な取組がな
される一方、育児休暇の取得や平日の子どもとの関わりは未だ父母の間で大きな差があり、今後、家庭における性別
による役割の固定化等の解消が進むことが望まれます。

　平成 29（2017）年に閣議決定された「新しい経済政策パッケージ」、平成 30（2018）年に閣議決定された「経済 財
政運営と改革の基本方針 2018」において、実施が提言されており、その後、平成 30（2018）年の内閣府「子ども・
子育て会議」において、幼児教育・保育無償化の制度の具体化に向けた方針の概要が示され、消費税率引上げ時の令
和元（2019）年 10月より、教育・保育施設の利用料が無償化されました。

　女性の就業率のさらなる上昇や保育の利用希望の増加が見込まれる中、待機児童の解消に向けた保育の受け皿拡大
を図るため、「待機児童解消加速化プラン」の次期計画となる「子育て安心プラン」が平成 29年６月に策定されました。
このプランでは、令和２年度末までに全国の待機児童を解消すること、令和４年度までに女性の就業率 80％に対応
できる保育の受け皿を整備することとされています。また、子育て安心プラン等による待機児童の解消や保育の受け
皿整備に向けて、子ども・子育て支援法に基づく基本指針（平成 30（2018）年 3月 30日告示・4月 1日施行）の改正
が行われました。
　保育の受け皿拡大を進めるため、担い手となる保育人材確保に向けた処遇改善や新規資格取得者の確保、就労継続、
再就職支援等、総合的な対策が進められています。

　近年、女性の就業率の上昇や働き手の確保の必要性の高まり等を受けて増加する放課後児童クラブの待機児童に対
応し、さらなる受け皿拡大や育成支援の内容の質の向上を進めていくこととなっています。
　放課後子供教室と放課後児童クラブの一体型の教室を全国で１万箇所以上設置すること、新規開設する教室につい
ては、80％以上は小学校内の余裕教室を活用することが求められています。

　平成 12年に児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法）が制定され、平成 16年には児童福祉法及び児童虐
待防止法が改正されるなど、子どもを守る施策の充実を図ってきました。しかし、全国の児童相談所における児童虐
待相談対応件数は増加傾向の一途をたどり、子どもの命が奪われる痛ましい事例も発生しています。
　こうした状況から国は、平成 28（2016）年の児童福祉法等の改正によって、住民にとってより身近な対応機関の
拡充を目指し、児童虐待について迅速・的確な対応を行うことができる中核市や特別区への児童相談所の設置の推進
を位置づけ、平成 30（2018）年 3月には、さらなる児童虐待対策の強化に向けて取組が推進されていくこととなっ
ています。
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05 計画の位置づけ・期間
1 計画の法的根拠

2 計画の位置づけ

3 計画の期間

　本計画は、「子ども・子育て支援法」第六十一条に基づく市町村行動計画で、子ども・子育て支援にかかる総合的な
計画として策定するものです。
　また、教育・保育や地域子ども・子育て支援事業の量を確保するうえで必要な施策を展開していくため、「次世代育
成支援対策推進法」第八条に基づく「市町村行動計画」を内包します。ただし、他の計画において進行管理している施策・
事業の一部を除きます。

　本計画は、「川西市総合計画」を最上位計画、「川西市地域福祉計画」を上位計画とし、その他の関連計画と整合性
を保ちながら、施策を総合的・一体的に推進していきます。

 　本計画の期間は、令和２（2020）年度から令和６（2024）年度までの５年間とします。また、計画期間内であっても、
必要に応じ、計画の見直しを行います。

子ども・子育て支援法（第六十一条）
市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づ
く業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。

次世代育成支援対策推進法（第八条）
市町村は、行動計画策定指針に即して、五年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、五年を一期として、地域における子育ての支援、
母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適
した良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育成支援対策の実施に関する計画（以
下「市町村行動計画」という。）を策定することができる。

概念図

計画期間図
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計画の策定経過
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Chapter2
1

2

01 人口と世帯の状況

1 人口の推移
年齢別人口の推移

就学前児童数の推移

　総人口は減少傾向にあり、平成 31年は 157,778人となっています。０～ 14歳の年少人口及び 15～ 64歳の生産
年齢人口は減少、65歳以上の老年人口は増加を続けており、平成 30年の高齢化率（65歳以上の人口の全人口に占め
る比率）は 30.7％と、平成 26年の 28.1％から 2.6ポイント上昇しています。

　就学前児童数は減少傾向にあり、平成 31年は 6,803人となっています。
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1

1

2 出生の動向

一般世帯の推移

核家族世帯の内訳の推移

　一般世帯数は、平成７年から平成 27年
にかけて 14,173世帯増加し、平成 27年は
62,634世帯となっています。核家族世帯数
も平成７年から平成 27年にかけて増加し、
平成 27年は 43,602世帯となっています。
一般世帯に占める核家族世帯の割合は、微減
傾向となっています。

　夫婦のみの世帯の割合は増加しており、夫婦と
子どもからなる世帯の割合は減少しています。

　本市の合計特殊出生率は、平成 25年から平成 29年にかけて横ばいであり、平成 29年は 1.29となっています。各
年とも国・県を下回っており、平成 29年はそれぞれ 0.14ポイント、0.18ポイント低くなっています。
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3 世帯の状況
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　出生数と死亡数の差による自然動態は、平成 22年以降は「自然減」（出生数が死亡数を下回る状態）となっていま
す。転入者数と転出者数の差による社会動態は、年によってばらつきがあり、平成 24年から平成 26年かけては「社
会増」（転入者数が転出者数を上回る状態）となりましたが、平成 27年以降は「社会減」（転入者数が転出者数を下回
る状態）となっています。自然動態と社会動態を合わせた人口動態は、平成 25年以降「人口減」の状態が続いており、
平成 29年は 795人の減少となっています。

　婚姻件数は、平成 20年度までは 1,500件台で推移していましたが、平成 21年度に 1,400件台、平成 23年度に 1,300
件台と減少し、平成 27年度は 1,133件と平成 17年度に比べ 397件減少しています。離婚件数は、平成 25年度以降
300件台で推移していましたが、平成 29年度では 333件となっています。

1 自然動態及び社会動態の推移

1 婚姻・離婚件数の推移

2 人口動態の推移
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　平成 27年の本市の女性の年齢別就業率は、平成 22年と比較すると、24歳以下及び 80～ 84歳を除くすべての年
齢区分で上回っていますが、国と比較すると、25～ 29歳を除くすべての年齢区分で下回っています。

　共働き世帯に占める 18歳未満の子どもがいる
世帯の割合は、上昇傾向にあり、平成 27年は
47.7％となっています。

　川西市の 20～ 39歳の未婚率は、男女ともに 20～ 24歳はほぼ横ばいで推移していますが、25～ 29歳では上昇傾
向となっています。
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40,316 41,179 40,694 40,340

12,303

4,576 5,148 5,395 6,810

12,852 12,342 13,866

H12

37.2
40.1

43.7

47.7

H17 H22 H27

1 女性の年齢別就業率の状況

2 共働き世帯の推移

02 就業の状況

（%）

（%）

全国
兵庫県
川西市
全国

兵庫県
川西市
全国

兵庫県
川西市
全国

兵庫県
川西市

92.9
92.6
95.4
93.5
93.6
95.0
94.0
93.7
95.5
95.0
95.0
96.3

88.0
88.7
92.2
88.7
90.0
92.5
89.6
90.4
92.3
91.4
92.3
94.4

69.4
67.0
71.3
71.4
70.0
73.1
71.8
70.6
72.6
72.7
72.1
74.0

54.0
53.3
59.8
59.1
59.7
65.0
60.3
61.6
66.2
61.3
62.7
65.8

42.9
38.9
39.1
47.1
43.2
43.1
47.3
44.7
45.4
47.1
45.2
43.9

26.6
26.0
29.0
32.0
31.1
32.9
34.5
35.0
36.6
34.6
35.9
35.6

26.2
22.1
21.3
31.2
27.1
25.9
35.6
32.3
31.1
35.0
33.1
31.1

13.9
13.7
16.1
18.7
18.5
20.0
23.1
22.8
22.5
23.9
24.8
24.0

20~24歳
男性 男性 男性 男性女性 女性 女性 女性

25~29歳 30~34歳 35~39歳

H12

H17

H22

H27

川西市（H27）
川西市（H22）

国（H27）

【出典】国勢調査

共働き世帯

夫婦のいる世帯

共働き世帯で 18歳未満の子どもがいる世帯
共働き世帯で 18歳未満の子どもがいる世帯
の割合（%）
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認可保育所
認定こども園
小規模保育事業所

小計
企業主導型保育事業所
地域保育園

小計

0歳
1～ 2歳
3～ 5歳

計

待機児童数（国基準）

合計

1

2

3

保育施設定員（2・3号認定定員）の推移

保育施設の利用状況（認可・市内）

待機児童数の推移

　民間保育施設の誘致や既存施設の増改築等により、平成 27年～平成 31年の間に、認可施設で 307人、認可外保
育施設（企業主導型保育事業所・地域保育園）を含めると、499人定員が増加しています。中でも、新制度の活用により、
認定こども園の定員は 478人増加し、それに伴い認可保育所の定員は 304人減少しています。また、小規模保育事
業所では平成 28年度以降 133人の定員増、企業主導型保育事業所では平成 30年以降 197人の定員増となっています。

　0歳～ 5歳のすべての年齢において保育施設の利用者数は増加し、平成 27年～平成 31年の間に 331人増加してい
ます。

　待機児童数は減少しているものの、平成 31年時点で 29人となっています。

1 保育施設の状況

03 教育・保育施設（保育所・幼稚園・認定こども園）等の状況

（人）

（人）

（人）

1,434
342

0
1,776

0
71
71

1,847

116
672

1,112
1,900

58

1,350
437
38

1,825
0

65
65

1,890

135
711

1,148
1,994

32

1,350
537
57

1,944
0

86
86

2,030

149
764

1,175
2,088

39

1,310
597
114

2,021
152
66

218
2,239

150
797

1,189
2,136

36

1,130
820
133

2,083
197
66

263
2,346

162
835

1,234
2,231

29

施設類型

年齢

年齢

H31

H31

H31

H30

H30

H30

H29

H29

H29

H28

H28

H28

H27

H27

H27

【資料】幼児教育保育課

【資料】幼児教育保育課

【資料】幼児教育保育課

認
可

認
可
外

第1期川西市子ども・子育て計画期間の保育施設整備状況
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宝塚市
伊丹市
池田市
箕面市
倉敷市

他市町計

市立幼稚園・認定こども園
私立認定こども園
私立幼稚園

計

市立幼稚園・認定こども園
私立認定こども園
私立幼稚園

計

川西市

合計

1

2

3

教育施設定員（1号認定定員）の推移

教育施設の利用状況

市内在住児の私立幼稚園所在地別入園児数

　平成 27年～平成 31年にかけて、666人の定員が減少しています。これは、園児数の減少に伴う市立幼稚園の廃園
や市立幼稚園の認定こども園化の際の定員の見直し等によるものです。

　平成 27年～平成 31年にかけて、344人の利用者が減少しています。

令和元年 5月現在、市内に住所を有する児童の私立幼稚園の利用者数は、全体で 1,258人です。この内、川西市内の
私立幼稚園 6園を利用する児童は 1,092人で、市外の私立幼稚園を利用する児童は 166人です。　

2 教育施設の状況

（人）

（人）

（人）

1,370
611

1,540
3,521

559
473

1,146
2,178

1,370
611

1,540
3,521

562
441

1,212
2,215

760
618

1,540
2,918

472
425

1,187
2,084

760
618

1,540
2,918

490
368

1,203
2,061

6
4
3
2
1
1

10
16

3
0
0
0
0
0
0
3

350
36
2
5
0
0

43
393

385
43
4
7
0
0

54
438

354
49
8

10
1
1

69
423

1,092
128
14
22
1
1

166
1,258

700
615

1,540
2,855

459
283

1,092
1,834

施設類型

年齢

年齢

園児数計

H31

H31

5歳児

H30

H30

4歳児

H29

H29

3歳児

H28

H28

満 3歳児幼稚園数

H27

H27

【資料】幼児教育保育課

【資料】幼児教育保育課

【資料】幼児教育保育課

他
市
町

第1期川西市子ども・子育て計画期間の保新制度移行の状況
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3 幼稚園・認可保育所・認定こども園の配置状況（平成31年4月時点）

各施設の配置を掲載
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認可保育所
幼保連携型認定こども園

小規模保育事業
市立幼稚園

認可計
総計

認可保育所
幼保連携型認定こども園

小規模保育事業
企業主導型保育事業

市立幼稚園
私立幼稚園

認可計
総計

認可保育所
企業主導型保育事業

私立幼稚園
認可計
総計

認可保育所
小規模保育事業

地域保育園
市立幼稚園

認可計
総計

幼保連携型認定こども園
私立幼稚園

認可計
総計

幼保連携型認定こども園
小規模保育事業

市立幼稚園
私立幼稚園

認可計
総計

認可保育所
保育所型認定こども園

幼保連携型認定こども園
小規模保育事業

市立幼稚園
認可計
総計

認可保育所
保育所型認定こども園

幼保連携型認定こども園
小規模保育事業

企業主導型保育事業
地域保育園
市立幼稚園
私立幼稚園

認可計
総計

（人）

-
185 

-
90 

-
275 

-
10 

-
-

160 
440 

-
610 

-
-

200 
-

200 
-
-
-

60 
-

60 
27 

600 
-

627 
278 

-
60 

300 
-

638 
-

75 
280 

-
90 

-
445 

-
75 

780 
-
-
-

460 
1,540 

-
2,855

47 
108 

0 
-

155 
155 
277 
80 
0 

75 
-
-

357 
432 
61 
0 
-

61 
61 

132 
0 

41 
-

132 
173 
54 

-
54 
54 

122 
0 
-
-

122 
122 
118 
15 
63 
0 
-

196 
196 
635 
15 

427 
-

75 
41 

-
-

1,077 
1,193

0 
15 
15 

-
30 
30 
51 
12 
6 

27 
-
-

69 
96 
15 
2 
-

15 
17 
12 
3 
0 
-

15 
15 
6 
-
6 
6 

15 
6 
-
-

21 
21 
18 
5 

15 
3 
-

41 
41 
96 
5 

63 
33 
29 
0 
-
-

197 
226

33 
55 
42 

-
130 
130 
182 
48 
13 
83 

-
-

243 
326 
44 
10 

-
44 
54 
76 
16 
25 

-
92 

117 
30 

-
30 
30 
93 
13 

-
-

106 
106 
64 
10 
74 
16 

-
164 
164 
399 
10 

300 
100 
93 
25 

-
-

809 
927

80 
178 
57 

-
315 
315 
510 
140 
19 

185 
-
-

669 
854 
120 
12 

-
120 
132 
220 
19 
66 

-
239 
305 
90 

-
90 
90 

230 
19 

-
-

249 
249 
200 
30 

152 
19 

-
401 
401 

1,130 
30 

790 
133 
197 
66 

-
-

2,083 
2,346

施設 2・3号計1号認定
3-5歳

2号認定
3-5歳 0歳 1-2歳

3号認定区
域

川
西
南

川
西

明
峰

多
田

緑
台

清
和
台

東
谷

全
域

【資料】幼児教育保育課
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04 子育てに関するアンケート調査の結果と分析

1

1

2

2

家族・親族意外で付き合いのできる人の有無

平日の定期的な教育・保育サービスの利用の有無

「利用している」を選んだ人のうち平日に利用している教育・保育サービス

家族・親族意外で付き合いのできる人の有無

子育ての相談ができる

子育てのサポートができる

1 子育ての悩みなどの相談先

2 平日の定期的な幼稚園・保育所等の利用状況と希望

子育ての相談ができる人の有無についてみる
と、「子育てを通じて知り合った友人｣ が就
学前児童で 61.9％、小学生児童で 71.5％と
最も高く、次いで、「子どもが生まれる前か
らの友人」が就学前児童で 58.3％、小学生
児童で 40.3％となっています。

家事・育児のサポートができる人の有無につ
いてみると、「あてはまる人はいない」が就
学前児童で 66.7％、小学生児童で 57.1％と
最も高く、次いで、「子育てを通じて知り合っ
た友人」が就学前児童で 17.9％、小学生児
童で 26.1％となっています。

 平日の定期的な教育・保育サービスの利用
の有無は、「利用している」が 69.7％、「利
用していない」が 30.3％となっています。

平成 25年度調査結果との比較
平日に利用している教育・保育サービスに
ついてみると、「幼稚園」が 40.9％（前回
48.7％）で最も高く、次いで「認可保育所」
が 30.8％（前回 31.0％）、「認定こども園」
が 17.9％（前回 6.8％）となっています。

※小規模保育所、企業主導型保育施設は今回
調査（平成 30年度）のみの項目です

66.7 30.3就学前児童（N=1,059）

小学生児童（N=951）

小学生児童（N=951）

前回（N=874）

利用していない

就学前児童（N=1,059）

就学前児童（N=1,059）

今回（N=738）

利用している

58.3

61.9

23.8

27.8

9.3
9.3

1.6
1.9

28.4

29.8

40.3

71.5

子どもが生まれる
前からの友人
子育てを通じて
知り合った友人
ご近所や地域の人

職場の知人・友人

不明・無回答

あてはまる人はいない

11.7

17.9

8.4

1.8

66.7
57.1

5.3
7.3

2.7

11.7

9.5

26.1

子どもが生まれる
前からの友人

子育てを通じて
知り合った友人

ご近所や地域の人

職場の知人・友人

不明・無回答

あてはまる人はいない

40.9
48.7

11.9
5.3

30.8
31.0

17.9
6.8

1.6
0.0
0.1
0.2
0.9
3.5
2.3

0.0
1.2
5.1

0.9
2.3

0.0

0.0
0.3
3.0
3.7
1.8
0.8

0.1

幼稚園

幼稚園での預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模保育所

家庭的保育

事業所内保育施設

企業主導型保育施設

地域保育園

その他の認可外の保育施設

居宅訪問型保育

ファミリーサポートセンター

その他

不明・無回答

以降グラフは割合（％）を示しています
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1

3

病気の際の対応

定期的に利用したい教育・保育サービス（複数回答可）

子どもが病気やけがで普段利用している教育・保育サービスが利用できなかった、あるいは、小学校を休まなければ
ならなかった場合の、この１年間の対処方法〈複数回答〉

3 短時間サービスの利用状況と利用意向

9.8

20.9
6.6

52.2
41.1

31.2
17.2

26.6
24.7

3.0
0.3
0.1
0.0
0.7
0.0

2.2
3.0
5.8
1.6

0.7
10.5

24.3
病気やけがで保育所（園）、小学校などを

休んだことはなかった
父親が仕事を休んだ

母親が仕事を休んだ

親族・知人（同居者を含む）に預けた

働いていない保護者がみた

川西市の病児・病後児保育室を利用した

ベビーシッターを利用した

ファミリーサポートセンターを利用した

仕方なく子どもだけで留守番させた

その他

不明・無回答

定期的に利用したい教育・保育サービスについて年齢別にみると、０～２歳では「認可保育所」が最も高く、それぞれ 9.5％、30.7％、
36.1％、３～５歳では「幼稚園」が最も高く、それぞれ 40.2％、44.5％、47.3％となっています。無償化の場合の希望についてもおお
むね同様の傾向ですが、２歳では「認可保育所」「認定こども園」、３～５歳では「幼稚園での預かり保育」が若干高くなっていることが
わかります。

子どもが病気やけがで普段利用している教
育・保育サービスが利用できなかった、ある
いは、小学校を休まなければならなかった場
合の、この１年間に行った対処方法につい
てみると、「母親が仕事を休んだ」が就学前
児童で 52.2％、小学生児童で 41.1％と最も
高くなっています。次いで、就学前児童で
は「親族・知人（同居者を含む）に預けた」が
31.2％、小学生児童では「働いていない保護
者がみた」が 24.7％となっています。

※希望については無償化の有無にかかわらず「第 1希望」として挙げられた項目です

前回（N=874）
今回（N=738）

無償化の場合希望

0.0
0.0

0.0
0.0

9.5
9.5

5.7
6.3

2.5
2.5

0.0
0.0

0.6
0.6

2.5
1.9

0.0
0.0

0.0
0.0

1.3
1.3

0.6
0.6

0.6
0.6

79.7

79.7

0.3
0.3

0.0
0.3

30.7
31.0

14.7
15.3

2.5
2.8

0.3
0.3

0.6
0.6

2.5
1.8

0.3
0.0

0.0
0.0

0.9
0.6

0.3
0.3

0.9
0.9

52.8

52.5

1.8
0.3

1.4
1.4

36.1
37.8

16.9
17.9

2.0
2.0

0.2
0.2

1.4
1.2

1.8
1.2

0.4
0.4

0.4
0.4

1.0
0.8

0.6
0.4

0.6
0.6

45.4

44.5

40.2
41.1

27.3
29.1

29.5
30.2

20.6
20.9

0.2
0.2

0.0
0.0

1.1
0.9

1.1
0.8

0.3
0.2

0.2
0.2

0.3
0.2

0.3
0.2

0.6
0.6

15.3
14.8

47.3
47.2

32.6
34.4

26.8
26.8

19.8
20.7

0.2
0.2

0.0
0.0

0.9
0.8

0.7
0.5

0.3
0.2

0.2
0.2

0.1
0.2

0.1
0.2

0.2
0.2

10.2
9.7

44.5

45.1
29.2
30.8

26.8
27.0

19.4
20.0

0.2
0.2

0.0
0.0

0.9
0.8

0.7
0.5

0.4
0.2

0.2
0.2

0.2
0.1

0.2
0.2

0.2
0.2

14.4
13.6

幼稚園

幼稚園での
預かり保育

認可保育所

認定
こども園

小規模
保育所

家庭的保育

事業所内
保育施設

企業主導型
保育施設

地域保育園

その他の
認可外の
保育施設

居宅訪問型
保育

ファミリー
サポートセンター

その他

不明・無回答

0歳のとき 1歳のとき 2歳のとき 3歳のとき 4歳のとき 5歳のとき
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1 日中の一時預かり等の利用〈複数回答〉
日中の定期的な保育や病気のため以外に、私用、親の通院、不定期の就労等の目的で不定期に利用しているサービス

8.1
3.2

0.8
0.0
0.4
0.4

77.4
1.8

0.3
0.0
0.0
1.2

93.8
4.7

一時預かり
幼稚園の預かり保育

ファミリーサポートセンター
夜間養護等事業（トワイライトステイ）

ベビーシッター
その他

利用していない
不明・無回答

ファミリーサポートセンター
夜間養護等事業（トワイライトステイ）

ベビーシッター
その他

利用していない
不明・無回答

1

1

2

就労状況

仕事と子育ての両立で大変と感じることについて〈複数回答〉

仕事と子育ての両立で必要なことについて〈複数回答〉

母親の現在の就労状況

仕事と子育てを両立するうえで大変なこと

仕事と子育てを両立するうえで必要なこと

4 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現

不定期の教育・保育サービスや宿泊を伴う一
時預かり等の利用についてみると、「利用し
ていない」が就学前児童で 77.4％、小学生
児童で 93.8％と高くなっています。就学前
児童で利用をしている方の中では、「幼稚園
の預かり保育」が最も高く、13.2％となっ
ています。

仕事と子育てを両立するうえで大変だと感じ
ることについてみると、「自分が病気・けが
をしたときや子どもが急に病気になったとき
に、代わりに面倒をみる人がいない」が就学
前児童で 63.6％、小学生児童で 62.0％と最
も高く、次いで「子どもと接する時間が少な
い」が就学前児童で 49.9％、小学生児童で
39.7％となっています。

仕事と子育てを両立するうえで必要なこと
をみると、「配偶者やパートナーが育児に協
力してくれること」が就学前児童で 71.7％、
小学生児童で 67.5％と最も高く、次いで「延
長保育や一時保育、病後児保育などの保育
サービス」が就学前児童で 66.6％、小学生
児童で 44.8％となっています。

保護者の現在の就労状況についてみると、母
親は「専業主婦又は就労していない」が就学
前児童で 49.6％、小学生児童で 29.5％と最
も高くなっています。
前回調査と比較すると、就学前児童において
も小学生児童においても、フルタイムもしく
はパート・アルバイトで就労している割合が
大幅に増加していることがわかります。

小学生児童（N=951）
就学前児童（N=1,059）

66.7就学前児童（N=1,059）

小学生児童（N=951） 66.7 66.7 19.9 29.5

66.7 7.2 49.6
2.2

2.1

パート・アルバイト（週 16時間以上）
専業主婦（夫）または就労していないフルタイム

パート・アルバイト（週 16時間未満）
不明・無回答

41.0
34.1

63.6

4.4
6.8

22.5
16.7

3.3
3.8
14.3
11.4

49.9
39.7

9.7
14.4
11.8
6.1

62.0

急な残業が入ってしまう

家族の理解が得られない
職場の理解が得られない

子どもの面倒をみる保育所などが見つからない
子どもと接する時間が少ない

その他
不明・無回答

子どものほかに面倒を見なければならない人がいる

自分が病気・ケガをしたときや急な病気に
なったときに、代わりに面倒を見る人がいない

66.6
44.8
53.8

39.4
71.7
67.5

44.3
42.1
39.9

25.7
55.5

42.7
16.1

8.5
30.0

5.3
7.0
17.5

5.6
3.6

延長保育や一時保育、病後児保育などの保育サービス
認可保育所整備や留守家庭児童育成クラブなどの充実
配偶者やパートナーが育児に協力してくれること
父親や母親などの家庭が子どもの面倒をみること

育児休業や介護休業などの取得
フレックスタイムや短時間勤務などの活用
家族や隣近所、知人などからの情報提供
市役所や市の機関などからの情報提供

その他
不明・無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80

小学生児童（N=951）

小学生児童（N=951）

就学前児童（N=1,059）

就学前児童（N=1,059）
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33.7
21.6

29.2
15.9

5.2
2.8

13.5
9.9

21.2
18.5

3.0
2.6

22.9
11.4
13.8

7.7
9.8

18.3
1.5
6.9
9.6

4.0
8.1

4.1
3.0

9.0
6.4

25.0
24.4

5.4
2.6
3.9
4.8

19.5
26.3

2.1
3.3

2.7

子どもの病気や発達に関すること
食事や栄養に関すること

育児の方法がよくわからないこと
子どもとの接し方に自身が持てないこと
子どもとの時間を十分にとれないこと
話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことが十分にできないこと
近所に子どもの遊び友達がいないこと

子どもをしかりすぎている気がすること
地域の子育て支援サービスの内容などがわからないこと

友達づきあい（いじめ等を含む）に関すること
登園・登校拒否などの問題について

その他
特にない

不明・無回答

子育てに関して配偶者・パートナーの協力が少ないこと

配偶者・パートナー以外に子育てを手伝う人がいないこと

配偶者・パートナーと子育ての意見があわないこと
自分の子育てについて、まわりの見る目が気になること

0 10 20 30 40 50 60 70 80

0 5 10 15 20 25 30 35

83.1
77.2

52.7
43.0

57.8
58.7

18.1

35.3
32.4

4.0
0.7

32.5
20.0

7.4
2.9
0.7
0.2
5.0
0.3
0.7
0.1
1.9
3.5
4.5
0.4
3.2
0.0
0.0

0.0
0.0
2.3
1.4

0.0
0.1
0.5
0.2
0.0
0.0

0.0
0.0
1.0
1.7
1.7
1.7
1.9

0.7

0.8
0.9

0.2
0.3

0.3

20.1

配偶者・パートナー
その他の親族

隣近所の人、地域の人、友人
職場の人

幼稚園、保育所（園）、学校の保護者の仲間
子育てサークルの仲間

幼稚園、保育所（園）の保育士、学校の先生
医師、保健師、看護師、栄養士など

家庭児童相談員（こども・若者ステーション）
プレイルーム

川西児童館（総合センター）、久代児童センター
教育支援センター（心理相談員、言語相談員）

保健センター
赤ちゃん交流会

民生委員児童委員・主任児童委員
子どもの人権オンブズパーソン

地域子育て支援拠点
県伊丹健康福祉事務所

児童相談所（県川西こども家庭センター）
民間の電話相談

インターネットの相談サイト
ベビーシッター

その他
相談相手がいない

相談するべきことはない
不明・無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80

1

2

日ごろ悩んでいること、気になることについて〈複数回答〉

 子育てに関する悩みの相談先について〈複数回答〉

子育てについて日ごろ悩んでいること

 子育てに関する悩みや不安などの相談先

5 子育てにおける不安や負担の解消

子育てに関して日ごろ悩んでいることについ
てみると、就学前児童では「子どもの病気や
発育・発達に関すること」が 33.7％と最も
高く、次いで「食事や栄養に関すること」が
29.2％となっています。小学生児童では「特
にない」が 26.3％と最も高く、次いで「子ど
もをしかりすぎているような気がすること」
が 24.4％となっています。

 子育てに関する悩みや不安などの相談先に
ついてみると、「配偶者、パートナー」が就
学前児童で 83.1％、小学生児童で 77.2％と
最も高くなっています。次いで、「隣近所の人、
地域の知人、友人」が就学前児童で 57.8％、
小学生児童で 58.7％となっています。

専業主婦（夫）または就労していない

小学生児童（N=951）

小学生児童（N=951）

就学前児童（N=1,059）

就学前児童（N=1,059）
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1 子育て支援について〈複数回答〉
川西市に最も力を入れてほしいもの

1  子どもの遊び場について望ましいと思うことについて〈複数回答〉
 子どもの遊び場について

6  安全・安心な子育て環境づくり

84.3

52.4

64.8 

40.5 

46.9 

39.3 

39.0 

84.3 

53.4 

8.8 

0.6 

0.1 

近くの遊べるところ

雨の日に遊べるところ

思い切り遊ぶために十分な広さがあるところ

遊具などの種類が充実しているところ

犬や猫の分がなく、不衛生でないところ

日陰があるところ

緑などの自然が多いところ

安心して遊べるところ

同じ歳くらいの遊び仲間がいるところ

その他

特に望むことはない

特に望むことはない

子育て支援について、川西市でもっと力を入
れてほしいものについてみると、就学前児
童では「幼稚園や保育所（園）にかかる費用
負担を軽減してほしい」が 66.1％と最も高
く、次いで、「子どもだけで安心して遊べる
場所づくりをしてほしい」が 65.0％となっ
ています。小学生児童では「子どもだけで安
心して遊べる場所づくりをしてほしい」が
60.3％と最も高く、次いで「児童手当をもっ
と充実してほしい」が 53.0％となっていま
す。

小学生児童（N=951）

小学生児童（N=951）

就学前児童（N=1,059）

65.0
60.3

29.9
20.5
22.2
22.8
19.5
13.7

34.7
11.4

56.1
23.3
24.6

11.0
34.8

20.4
39.5
44.1

38.1
35.9

7.6
6.5

27.0
18.2
20.2

11.3
19.0
14.7

6.4
1.9
9.3
4.8
6.4
4.0

54.7
42.7
55.5
53.0

13.8
8.6
10.9
11.3

1.9
1.5

子どもだけで安心して遊べる場所づくりをしてほしい
児童館など、親子が安心して集まれる

身近な場や機会がほしい
親子で楽しめる観劇、音楽会などの

文化事業を充実してほしい
子育てに困ったときに相談したり

情報を得られる場所を充実してほしい
認可保育所をもっと整備し

子どもの受け入れを増やしてほしい
幼稚園や保育所（園）にかかる
費用負担を軽減してほしい

市立幼稚園でも3歳児保育を実施してほしい

専業主婦など誰でも利用できる保育サービスがほしい
安心して子どもが医療機関にかかれる体制を

整備してほしい

乳幼児医療費への助成制度をもっと充実してほしい

障がい児保育を充実してほしい
残業時間の短縮や休暇の取得促進など

企業に対して職場環境の改善を働きかけてほしい
育児休業・介護休暇の取得促進などを

企業に対して働きかけてほしい
再就職についての支援を充実してほしい

子育てサークルへの支援をしてほしい

子育てについて学べる機会を作ってほしい

多子世帯への公営住宅優先入居や広い部屋の
割り当てなど、住宅面での配慮がほしい

公園や歩道の整備をしてほしい

児童手当をもっと充実してほしい

家事支援サービスを整備してほしい

その他

不明・無回答

0 10 20 30 40 50 60 70 80

子どもの遊び場で望ましいと思うことについ
てみると、「近くの遊べるところ」「安心して
遊べるところ」が 84.3％と最も高く、次い
で「思い切り遊ぶために十分な広さがあると
ころ」が 64.8％となっています。
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2

2

 子どもとの外出の際に困ることについて〈複数回答〉

 重要だと思う支援について〈複数回答〉

 子どもとの外出の際に困ること、困ったこと
27.8

22.5

17.9

15.0

13.5

30.4

14.4

45.4

12.1

12.2

5.6

13.6

2.0

9.1

歩道や信号がない通りが多く
安全に心配があること
歩道の段差などが

ベビーカーや自転車の妨げになっていること
交通機関や建物がベビーカーでの移動に

配慮されていないこと
トイレがオムツ替えや親子での利用に

配慮されていないこと
授乳する場所や必要な設備がないこと

周囲の人が子ども連れを迷惑そうにみること
荷物や子どもに手をとられて困っているときに

手を貸してくれる人が少ないこと
子どもが自然とふれあう機会がないこと

その他

特に困ることや今までに困ったことはない

不明・無回答

小さな子どもとの食事に配慮された場所がないこと
買い物や用事の合間の気分転換に
子どもを遊ばせる場所がないこと

緑や広い歩道がないなど
まち並みにゆとりやうるおいがないこと
暗い通りや見通しのきかないところが多く

子どもが犯罪の被害にあわないか心配であること

59.5

21.1

17.1

16.3

14.8

13.9

10.4

10.0

8.9

4.2

6.8

3.0

2.0

3.8

子どもの就学にかかる費用が軽減されること

特にない

就職・転職のための支援が受けられること
病気や出産、事故などの事情があったときに

一時的に子どもを預けられること
同じような悩みを持った人同士で知り合えること

一時的に必要な資金を借りられること

わからない

その他
民生委員児童委員など地域の人から

支援が受けられること
無回答

離婚のことや養育費のことなどについて
法的な支援が受けられること

病気や障がなどについて専門的な相談が受けられること
住宅を探したり住宅費を軽減したりするための

支援が受けられること

子どものことや生活のことなど悩み事を相談できること

05 その他のアンケート調査の結果と分析

1 相対的貧困率について

1 川西市子どもの生活に関するアンケート調査（平成29年12月発行）

  子どもとの外出の際に困ること、困ったこ
とについてみると、「暗い通りや見通しのき
かないところが多く、子どもが犯罪の被害に
あわないか心配であること」が 45.4％と最
も高く、次いで「買い物や用事の合間の気分
転換に、子どもを遊ばせる場所がないこと」
が 30.4％となっています。

「子どもの就学にかかる費用が軽減されるこ
と」が最も多く 59.5%、次いで「子どものこ
とや生活のことなど悩みごとを相談できるこ
と」が 21.1%となっています。

小学生児童（N=951）

平成 28年度国民生活基礎調査における所得額を参考に、貧困線を 122万円として定め、世帯当たりの構成人数に基づく貧困線を逆
算の上、それを下回る世帯を相対的貧困世帯として推計している。なお、以上の推計値から逆算された本市のこどもがいる世帯の相
対的貧困率は 9.3％であった。

◉川西市子どもの生活に関するアンケー
ト調査結果について
調査対象　

対象者数

調査方法

調査期間
回収数

川西市在住の小学 5年生及び
中学 2年生の子どもたち全員
とその保護者
2,900件（児童・生徒）
2,900件（上記の保護者）
学校で回収配布（市立小中学
校に通う児童・生徒）
郵送で配布・回収（私立小中学
校に通う児童・生徒）
児童・生徒のアンケートに同
封（保護者）
H29.7.3~7.18
2,191件（児童・生徒）
2,202件（保護者）
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06 各種データ等からみる課題

◉子どもと親の健康を確保するための支援について

　出産や子育てが安心してできるよう、市では健康診査に対する助成や、子育て家庭への訪問指導、妊娠・発達に関
する相談のほか、育児・小児医療に関する情報提供等、子どもと親の健康を確保するための事業を進めてきました。

「川西市子育て支援に関するアンケート調査結果報告書」によると、子どもの病気や発達について不安を抱える保護
者が増加しており、適切な医療の提供や各種制度の周知、医療体制に関する情報提供に加え、発達に関するサポート
が必要なケース等においては、保健センターや子育て世代包括支援センターを中心に関係機関との連携を図りつつ、
切れ目の無い支援を行う必要があります。

◉子どもへの良質な教育・保育の提供について

　平成 27年度の国勢調査によると、女性の就業率は平成 22年度時点よりもすべての世代で増加しており、本市でも
同様の傾向にあるものの、全国の平均値を下回る状況が続いています。国が女性の躍進を謳い、継続就業や再就職に
関する支援や就労環境の整備、キャリア形成支援等に関する施策を進める中、本市においても 18歳未満の子どもが
いる共働き世帯が増加傾向にあること等から、今後においても保育や留守家庭児童育成クラブのニーズの増加が予想
されます。
　そういった中、市ではこれまでも施設整備等を進め、保育施設や留守家庭児童育成クラブの定員の増加を図ってき
ましたが、引き続き定員増にかかる施策を推進する必要があります。その一方で、保育利用者数の増加に伴う幼稚園
在園児の減少に対応するため、教育施設の適切な配置について検討する必要があります。
　同時に、教育・保育施設においては、近年多様化するニーズに対して質の高いサービスが求められ、人材の確保や
教職員の能力向上に努めつつ安定した事業を継続する必要があるほか、支援の必要な児童が安心・安全な環境の下、
教育・保育を受けることのできる環境づくりに努める必要があります。
　また、「川西市子育て支援に関するアンケート調査結果報告書」においては、川西市の子育て支援施策に関し、幼
稚園や保育所（園）にかかる費用負担の軽減が最も望まれているほか、「川西市子どもの生活に関するアンケート調査
結果報告書」においては、一定の割合で、相対的貧困の状況にある子どものいる世帯が示され、子どもの就学にかか
る費用の軽減が最も必要とされています。この点に関しては、令和元年 10月から幼児教育の無償化が実施されたこ
とから、教育・保育にかかる一定の負担軽減が図られたところですが、引き続き支援に努める必要があります。

◉家庭・地域における子どもの育ちについて

　子育て世代のライフスタイルの多様化や、少子高齢化等により、地域における子どもたちの生活環境は変化し続け
ています。
　「川西市子育て支援に関するアンケート調査結果報告書」において、子育ての相談等ができる知人・友人のいる保
護者の割合が高い数値を示しているにもかかわらず、家事・育児のサポートができる知人・友人がいない保護者の割
合が高いという結果や子どもたちだけで安心して遊べる場所づくりをしてほしいという結果が出ています。
このため、地域において、子どもたちや保護者が交流する場を提供するほか、行政のみならず NPO法人や地域団体
が協力しながら、世代を超えて各家庭がつながり、子ども達が健全に成長する地域づくりに努める必要があります。

◉子どもの安全・安心の確保について

　家庭のあり方や地域環境が変化を続ける中、子どもを巻き込んだ事件や事故、児童虐待等が大きな社会問題となっ
ています。子どもたちへの身体的虐待や性的虐待、ネグレクト、心理的虐待、いずれも許されるものではなく、これ
らの発生予防や早期発見、早期対応のため、児童相談所や子ども家庭総合支援拠点等、行政機関等の関係団体が連携
し、迅速かつ適切に対応する必要があります。
　また、「川西市子育て支援に関するアンケート調査結果報告書」によれば、外出時に子どもが犯罪に巻き込まれる
ことに対して不安を抱える保護者が多く、地域の安全確保に向けた取り組みを進める必要があります。
さらに、子ども達の安全や安心を確保するため、人為的な危険だけでなく、自然災害等の危険から子ども達の身を守
るため、行政や地域が連携しながら、災害に備え、防災に関する知識や意識の向上に努める必要があります。
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子育て安心プランの実施状況
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01 計画の基本理念

02 基本的な視点

1 子どもの視点

2 家庭の視点

3 地域の視点

4 仕事と生活の調和を実現する視点

5 すべての子どもと家庭への支援の視点

　市では、これまでも「川西市子ども・子育て計画」において、次代を担う子どもたちが夢を抱き、拡げ続けていく
ために、一人ひとりの個性や自主性を尊重できる社会をおとなたちが実現していくことができるまちづくりをめざし
て、「子どもたちが夢を拡げ、子どもとおとなが育ち合うまちづくり」を基本理念として定め、多様な子育て支援に
取り組んできました。
　今後においても、長期的な展望を持ちつつ、家庭や地域、行政、関係団体が協力しながら、あらゆる世代において、
子どもたちのかけがえなさを共有し、結婚、妊娠、出生、子育てに関する理解や支援の輪を広げることにより、子ど
もたちの将来、延いては地域社会全体の将来を切り拓かねばなりません。
基本理念の実現をめざして、今後さらに関係機関や様々な担い手との連携・協働のもと、子ども・子育て支援、子ど
もの健全育成を進めていきます。

　すべての子どもが豊かな人間性を形成し、自己実現へ向けて歩みを進められるよう、子どもの視点に立った取り組
みを進めます。

　各家庭が、安全で安心な環境下で子どもたちを育てることができ、子育てを通じて子どもたちと共に成長できるよ
う、家庭の視点に立った取り組みを進めます。

　地域社会において、子どもたちや子育て世帯を見守り、支援できる環境を築けるよう、地域の視点に立った取り組
みを進めます。

　誰もが希望すれば働き続けながら子育てができる社会をめざし、仕事と生活の調和の実現のため、行政、地域、事
業所をはじめとする関係者の視点からの取り組みを進めます。

　「児童の権利に関する条約」に謳われているように、児童または保護者の人種や皮膚の色、性、言語、宗教、政治
的意見その他の意見、国民的、種族的もしくは社会的出身、財産、心身障がい、出生または他の地位にかかわらず、
子どもの人権の尊重と最善の利益を主として考え、広く「すべての子どもと家庭」への支援という視点から多様なニー
ズに対応した取り組みを進めます。

計画の基本的な考え方

Ko

do
mo Kosodate

Chapter3

第3章

子どもたちが夢を拡げ、子どもとおとなが育ち合うまちづくり

Chapter3
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03 基本目標

04 計画の体系

1 親と子のいのちと健康を守る

2 教育・保育・子育て支援サービスの充実

3 子どもたちを家庭・地域で健やかに育む

4 子どもの権利と安全を守る

　妊娠・出産・子育てを安心してできるよう、適切な医療が提供できる出産環境を確保し、子どもと保護者の心身の
健康を第一に考え、乳幼児期から思春期までの子どもの健やかな発育、発達を支えるための切れ目の無い支援体制の
充実をめざします。

　子どもたちの健やかな成長のため、すべての子どもたちに対して、一人ひとりのに応じた教育・保育を提供できる
よう、教育・保育を行うことに加え、ニーズに応じた施設の整備を進め、待機児童の解消に向けた事業を進めるほか、
教育施設等の適正な施設配置へ向け、施策を推進します。各施設においては、教職員が能力の向上を図り、相互理解
を深めることにより、それぞれの施設における教育・保育を充実させるだけでなく、小学校生活への円滑な接続をめ
ざし連携を強化します。
　また、それぞれのニーズに応じた保育サービスや相談・交流事業等を実施し、それらのサービスを円滑に利用でき
るよう、それぞれの窓口や各種媒体を通じて適切な情報提供を行います。
　さらに、就学後においても、子どもたちが放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験活動を行うことができるよう、

「新・放課後子ども総合プラン」の取り組みを推進します。

　地域において、子どもたちの体験の場を充実させ、保護者の交流の機会を創出するほか、子どもたちが安全で安心
に過ごせる場の確保に努めます。また、家庭における子育てと仕事の両立をめざし、ワーク・ライフ・バランスに向
けた施策を推進します。

　子どもの人権を尊重する社会づくりを進めるため、子どもの人権についての啓発や相談・支援体制を充実させ、人
権侵害の未然防止に努めるほか、児童虐待等によって子どもたちが身体や命の危険にさらされないよう、関係機関が
連携を図りながら、安全を守る取り組みを進めます。

計画の体系概念図
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幼児精神精密
健康診査

乳幼児健康診査
未受診児への訪問

妊婦・新生児等への
訪問指導

支援を要する
母子への保健指導

1

01 親と子のいのちと健康を守る

1 親と子のいのちと健康を守る施策の充実
母子保健サービスの提供

　妊娠・出産期から就学に至るまで、各種相談や訪問指導等を通して母子とその家族を支援し、適切な医療が提供で
きるよう、その環境整備に努めます。

※この章に掲載している事業は、本計画策定時に実施・検討しているものであり、本市の子ども・子育て環境の状況変化に応じ改編する
ことがあります。

施策の展開

Ko

do
mo Kosodate

Chapter4

第4 章

母子健康手帳の交付

妊婦健康診査費助成事業

妊婦歯科健診事業

未熟児養育医療制度

赤ちゃん交流会

就学までの継続支援

妊婦への面接指導

妊娠中の学習会

乳幼児健康診査

1

2

3

10

11

4

5

8

6

7

9

13

12

妊娠・出産・親になることに主体的に取り組めるよう母子健康手帳を交付し支援する。また、マタ
ニティマークの普及・啓発を行う。

妊婦健康診査費用の一部を助成する。

妊娠期間中に１回、市内歯科医師会会員診療所で無料で歯科健診を実施する。

未熟児養育医療制度に基づき、医療費等を給付する。

親子で気軽に集え、相談できる場として、地区の公民館で赤ちゃん交流会を開催し、保健師による
育児相談とともに、地域の方々や活動グループの協力を得て、体操等を行う。

妊娠届出や妊婦健康診査費助成申請時等に相談、保健指導を行う。また、支援を要する妊婦や家庭
を早期に把握し、必要時には関係所管と連携し、妊娠期からの支援を行う。

出産の準備、沐浴実習、歯周病予防等の学習会を実施する。妊娠期からの仲間づくりにつなげ、子
育て期の孤立や育児不安の軽減を図る。また、父親の育児や家事への参加意欲の向上に努める。

小児の健康の保持増進のため、疾病または異常の早期発見に努めるとともに、身体的発育及び精神
的発達ならびに社会適応に関する指導や相談を行い、支援する。（４か月児・10か月児・１歳６か月
児・３歳児健康診査）

妊娠から出産・育児について、養育上の支援を要する家庭を早期に把握し、適正なフォローに努める。

妊婦の要望に応じて、出産に関する相談や保健指導を家庭に訪問して行う。また、新生児・母の心
身の健康管理・保持増進のため、希望のある方や必要な方へ家庭訪問を行い、産後の生活や育児に
関し必要な保健指導を行う。

各種乳幼児健康診査未受診児に対して訪問を実施する。また、３歳児健康診査未受診児については、
地域の主任児童委員の訪問協力も得て実施する。訪問しても会えないなど必要時には、関係機関と
も連携し状況把握に努める。

３歳児健康診査の終了後においても、5歳児発達相談事業等で、関係機関や関係所管と連携しながら、
相談体制や相談内容の充実に努め、子どもの成長に応じた支援を行う。

医師等による発達相談、助言により、幼児の健全な発達を促します。必要に応じて、療育機関等を
紹介する。

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

担当所管事業名No. 事業概要

もぐもぐ離乳食教室

２歳児のびのび教室

14

15

離乳食指導や試食、歯科健康教育により、乳幼児の食べる力を育てるための支援をする。

育児や栄養の情報提供、歯科チェックの実施により、子どもの健やかな成長をめざす。

健幸政策課

健幸政策課

Chapter4
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地域型保育事業等への
移行支援

地域型保育事業
施設整備事業

阪神北広域こども
急病センター

かかりつけ医等の
普及と定着

プレママ＆パパの
離乳食教室

こども支援課

こども支援課

こども支援課

1

2

02 教育・保育・子育て支援サービスの充実

1 就学前の教育・保育環境の整備
就学前教育・保育施設の整備

性に関する正しい知識の普及

　女性の就業率の上昇に伴う教育・保育ニーズの変化に対応するため、子ども達の年齢や地域ニーズに対応した施設
の整備・再編を進めます。

　人権尊重の観点から、性教育を推進します。

教育研究事業
（性的指向・性自認への

理解・人権研修）

２次救急医療の確保

保育所整備事業

産科医療の環境整備

定期予防接種の推進

認定こども園整備事業

不育症治療支援事業

障がい児歯科診療

乳幼児歯科検診

助産施設入所委託事業

1

16

1

21

17

2

22

24

25

18

19

4

3

20

23

兵庫県教育委員会作成資料「『性的マイノリティ』に対する正しい理解のために」を参考に、人権尊
重の観点から性的指向・性自認についての理解を推進する。

「２次救急医療」については、市内及び阪神北圏域での病院群輪番制を維持し連携を継続する。

保護者の就労等により、保育を必要とする児童が入所する民間認可保育所の整備に対し補助を行う。

妊産婦が安心して安全なお産ができるよう、適切な医療の提供を行う。

国における定期予防接種化等の制度変更に適切に対応するため、接種機関の確保等の体制づくりと
ともに、市民への周知を図る。

保護者の就労状況等に関わらず、児童に教育・保育を提供する認定こども園の普及を図るため、既
存施設からの移行を中心として、必要な施設の整備に対し補助を行う。

不育症についての検査及び治療費の一部を助成する。

一般の歯科医院では治療が困難な方の歯科診療、定期歯科健診、指導を行う。

乳幼児健康診査（1歳 6か月、3歳児）のほか、1歳児親子、2歳 6か月児、3歳 6か月児、4歳児、5
歳児の歯科健診、歯科保健指導を実施する。年齢に応じて、歯科健診、歯磨き練習、個別指導等を
行うことで、口腔の発達に合わせた切れ目のない支援を行い、健全な口腔育成のサポートをする。

保健上必要があるにも関わらず、経済的な理由により入院し助産を受けることができない場合、助
産施設において助産を受けさせる。

夜間・休日での子どもの初期救急対応として、阪神北広域こども急病センターでの診療や電話によ
る小児救急医療相談の周知を図る。

保護者の就労等により保育を必要とする０～２歳の児童に対して保育を実施する、地域型保育事業
の施設整備に対し補助を行う。

保護者の就労等により保育を必要とする０～２歳の児童に対して保育を実施する、地域型保育事業
の施設整備に対し補助を行う。

市広報誌の活用をはじめ、かかりつけ医等の医療マップの作成、インターネットによる情報発信等、
様々なＰＲ媒体による広報活動に努める。

妊婦中の父母を対象に、離乳食についての講和のほか、乳児の食べる姿勢や大人の一品料理からの
取り分け方を学習する教室を開催する。

教育支援センター

健幸政策課

こども支援課

病院改革推進課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

こども・若者ステーション

健幸政策課

健幸政策課

健幸政策課

Chapter4 担当所管

担当所管

担当所管

事業名

事業名

事業名

No.

No.

No.

事業概要

事業概要

事業概要
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保育士確保対策

保育の質の向上に向けた
研修等の充実

立幼稚園・保育所の再編
一体化基本方針・方策

保育施設の安全確保と
設備の充実

こども支援課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

2

3

市立幼稚園・保育所の耐震・老朽化対策

教育・保育関係者の確保や研修、連携等の実施

　改修や一体化を通して、耐震・老朽化対策を進めることにより、各施設の安全・安心確保に努めるほか、教育・保
育環境の改善を図ります。

　子どもたちが、安全・安心のもとに教育・保育を受けられるよう人材の確保に努めるほか、健やかに育ち学べるよう、
各種研修や各施設・機関の連携を通じて教育・保育関係者の質の向上を図ります。

教育研究事業
（男女平等教育研修）

教育研究事業
（子ども理解オープン講座）

教育研究事業

就学前児の通園（所）施設と
小学校の連携推進

2

2

4

5

6

3

1

1

立幼稚園・保育所における、施設の耐震・老朽化対策及び、待機児童の解消や幼稚園の入園児童数
の減少等の課題へ対応する、「市立幼稚園・保育所の再編・一体化基本方針・方策」に基づき、各施
設や地域の状況に応じた方策を検討・実施する。

保育に必要な知識と技術を身につけるねらいや目的に応じて体系的な研修を実施し保育の専門性を
高める。さらに保育指導専門員による実地研修や、保育の質を定期的・継続的に検討を重ねるため
職員及び教育・保育施設の自己評価の取り組みを浸透させ、具体的に進める。

研究校園を指定し、川西市男女平等教育ガイドライン「かがやき～すべての子どもたちのしあわせ
を願って～」に基づいて、男女平等教育を推進するとともに、教職員の資質向上を図る。指定校園
の研究の成果を研究発表として公開し、男女平等教育への理解と意識の高揚を図る。

子ども理解を中心とした市民向けのオープン講座を実施し、学校教育だけでなく、今日的課題につ
いての広い理解を求めるため教員とともに市民も対象とする。

待機児童解消に向けた保育定員の増員に対応した保育士の確保に努める。

教育に関する課題について、基本研修・専門研修・課題別研修等を実施し、教職員の資質の向上を
図る。

施設の安全の確保及び保育の環境を改善するために、教育・保育施設の改修や備品の充実に努める。
必要な場合、施設の耐震補強を実施するとともに、大規模改修について検討する。

小学校との交流活動や情報交流等の連携をより一層推進するとともに、アプローチカリキュラムや
スタートカリキュラムの検討を進め、育ちや学びの連続性・一貫性を確かなものとし、就学前児童
の通園（所）施設から小学校への円滑な接続を図る。

教育支援センター

教育支援センター

教育支援センター

1

2 さまざまな子育て支援施策の充実
多様な保育サービスの提供

　ライフスタイル多様化が進む中、各家庭のニーズにあった保育を提供できるよう、通常の保育だけでなく、保育所・
認定こども園の延長保育や病児・病後児保育、一時保育等の充実を図ります。

通常保育事業

乳児保育事業

産休明け乳児保育事業

低年齢児保育事業

延長保育事業

休日保育事業

休日保育事業

障がい児保育事業

1

2

3

4

5

6

7

8

保育を要する児童に対し、養護と教育を行う。

乳児保育を実施し、乳児の定員の増加を図る。

市立保育所において、乳児の受入れを生後６カ月から産休明け（出生後 57日から）に対象の拡大を
図る。

待機児童の多い３歳未満児について、民間保育施設の整備等に合わせ受入枠の拡大を図る。

午後７時もしくは午後８時までの延長保育を実施する。

日曜・祝日等においても保育を必要とする児童を対象に保育を実施する。

日曜・祝日等においても保育を必要とする児童を対象に保育を実施する。

専門機関や入所検討会等の所見を踏まえながら障がい児保育を実施する。

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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新・放課後子ども
総合プランの推進

留守家庭
児童育成クラブ事業

民間留守家庭
児童育成クラブ事業

留守家庭児童育成クラブの
開所時間の拡充

留守家庭児童育成クラブ
職員の確保・育成

留守家庭児童育成クラブ
環境整備事業

ファミリーサポート
センター運営事業

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

社会教育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

2 放課後児童対策の充実
　共働き家庭等のいわゆる「小 1の壁」※・待機児童を解消するとともに、すべての児童が放課後を安全・安心に過ごし、
多様な体験・活動を行うことができるよう、留守家庭児童育成クラブと放課後子ども教室の計画的な整備を推進する
ことを目的に、平成 30年 9月に策定された「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、以下の事項に取り組みます。

放課後子ども教室

病児・病後児保育事業

一時預かり事業（一般型）

一時預かり事業（幼稚園型）

認可外保育所の支援

子育て家庭
ショートステイ事業

1

2

3

4

5

6

7

9

10

11

12

13

14

各小学校区において小学生を対象に放課後や夏休み等に様々な体験活動を行っている放課後子ども
教室事業を支援する。また、市放課後子どもプラン運営委員会を開催し、放課後児童対策事業の効
果的な運営方法を検討する。

「新・放課後子ども総合プラン」に基づいて、各小学校区に開設している放課後子ども教室の活性化、
留守家庭児童育成クラブとの連携、小学校施設の有効活用、及びこれらの推進にかかる連携体制に
関し具体的な方策を検討・推進する。

小学校の余裕教室等を利用し、放課後や土曜日、長期休業中に家庭で適切な保育を受けることので
きない小学校児童に対して、家庭的な雰囲気の中で、遊びと生活の場を提供する。

平成 29年度から民間の留守家庭児童育成クラブが開設しており、今後も民間参入を促進するほか、
安定的な運営を支援し、児童の健全育成を図る場を確保する。

保護者の勤務等の理由により午後５時以降の育成クラブ利用が必要である児童の延長育成や、学校
休業日の開所時間について拡大を検討する。

職員の確保に努めるとともに、内部の指導員研修や兵庫県学童保育協議会が実施する研修講座への
指導員の派遣等を行い、職員の質の向上を図る。

児童の健全育成において、適正な環境で留守家庭児童育成クラブを運営するため、必要に応じ施設
の改修等を行い、運営や施設等の環境を整備する。

保護者が安心して働けるよう、病気 (安定期・回復期）の児童（小学校３年生まで）への保育を実施し、
子育てと就労の支援をするとともに児童の健全な育成を図る。

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を、主に昼間一時的に預かり、必要
な保護を行う。

幼稚園・認定こども園の在園児を対象に、家庭において保育を受けることが一時的に困難となった
児童を預かり、必要な保護を行う。

認可外保育所の運営の安定化と保育の質的確保を図るため、助成金を交付するとともに、認可保育
所への移行を支援する。

児童を養育している家庭の保護者が、社会的な事由等により養育が一時的に困難になった場合、児
童福祉施設において一定期間、養育・保護する。

会員の拡大や相互援助活動の調整に努め、子育てに関する相談、会員に対する講習会、交流会の開
催等を猪名川町と共同して実施する。また、地域で取り組む子育て事業との連携を図り、近隣市町
との連絡調整に努める。

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

※小 1の壁…共働き世帯等において、保育所等に比べ放課後児童育成健全事業の終了時間が早いことや保護者会・授業参観等のため、子
どもの小学校入学を機に、仕事と育児の両立が困難になること

こども・若者ステーション
幼児教育保育課

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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かわにし子育て
フェスティバル

地域子育て支援
拠点事業の拡充

親子の絆づくりプログラム
“赤ちゃんがきた !”

3 子育てに関する相談・学習機会等の拡充
　子育て世帯を対象に、適切な助言等を行うことができる相談体制を構築し、交流会や学習会等を実施することによ
り、情報交換や悩みの共有を行い、育児への不安の解消を図ります。また、子育て支援情報を効果的に届けるため、
スマートフォンを活用する等、適切な媒体を活用した情報発信を行います。

ブックスタート推進事業

こんにちは赤ちゃん事業

すくすく
ガイドブックの発行

子育て情報提供の充実

育児支援家庭訪問事業

産後ヘルパー派遣事業

赤ちゃん交流会

多胎児交流会

幼児クラブ（未就学児対象）

子育て講座等の開催

家庭児童相談室運営事業

利用者支援事業の実施

地域子育て支援拠点事業

2

1

3

9

13

15

16

17

18

4

5

10

11

12

14

6

7

8

こんにちは赤ちゃん事業での訪問の際、絵本のプレゼントを行う。

生後４か月までの乳児がいる家庭を保育士の資格を持った職員が訪問し、子育てについての不安や
悩みを聞き、子育てに関する情報を提供する。

生後２か月から５か月までの第一子を持つ母親が、子育て力をつけ生き生きと子育てができ、心身
とも健康な子どもを育てられるよう、親子の絆づくりプログラム “赤ちゃんがきた！ ”を開催する。

地域子育て支援拠点施設を市内中学校区単位で設置する。

子育てに関わる機関・団体が一堂に集まり、おもちゃづくりや人形劇、子育てサロン等を通じて、
子育て情報の提供を行い、楽しい子育てを応援する。

各種の子育て支援事業の紹介、幼稚園や保育所、親子で出掛けることができる場所等を掲載し、子
育て中の人や転入者に配布する。

子育て情報紙など、各種媒体を活用し、子育て支援に関する幅広い情報を、より身近にタイムリー
に提供できるよう努める。

保育所の子育て情報誌「ぽっかぽか」を発行するとともに、子育て支援事業について情報発信をする。

スマートフォン対応アプリを活用し、未就学児の保護者に対し子育て支援情報を発信する。

児童の養育について支援が必要でありながら、積極的に自ら支援を求めることが困難な状況にある
家庭に、過重な負担がかかる前に保健師や保育士等を派遣し、養育上の諸問題の解消を図り、家庭
の養育力の育成及び向上を支援する。

出産後６か月以内で、体調不良等のため家事や育児を行うことが困難で、日中家族の支援を受ける
ことが困難な場合、家事や育児の支援を行う。

地域子育て支援拠点において、０歳児親子の交流会を開き、手遊びや絵本の読み聞かせなどを行う
ほか、子育てについて話し合う機会を提供する。

多胎児をもつ親同士の交流の場として、手遊びや絵本の読み聞かせ、先輩ママからのアドバイス等
を行う。

久代児童センターにおいて、親子教室、プールでの水遊び（夏期）、季節ごとの行事、交通安全指導、
赤ちゃん交流会、４歳児ひろば、まちの子育てひろば（遊び場の開放・相談）等を実施する。

親子で参加し楽しめる講座や、父親が参加しやすい講座、妊婦や０歳児とその保護者を対象にした
ファミリーコンサート等を開催し、楽しい子育てを支援する。

18歳以下の子どもを養育している家庭の相談に応じる。また、研修会への参加等により、家庭児童
相談員の資質向上を図るなど、相談体制の充実に努める。

子ども及びその保護者等が教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身
近な実施場所（地域子育て支援拠点等）で情報収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言を行うとと
もに、関係機関との連絡調整を実施し支援する。

親子の交流の機会や子育て関連情報を提供するとともに、保育士や相談員が子育ての不安や悩みな
どの相談に応じる。また、地域に出向いて地域支援活動も併せて行う。

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

幼児教育保育課

幼児教育保育課

健幸政策課

こども支援課

こども・若者ステーション
幼児教育保育課

民生児童委員活動事業19
地域における子育て支援の充実を図るため、児童福祉に精通した民生委員・児童委員、主任児童委
員に対し、子育て相談や見守り事業等、子育て支援の円滑実施に資するための活動助成を実施する。地域福祉課

担当所管事業名No. 事業概要
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母子・父子及び寡婦
福祉資金貸付事業

日常生活支援事業

4

5

経済的な負担の軽減

特に支援を必要とする家庭への支援

　子育て家庭の経済的な負担の軽減を図るため、妊娠や出産、子どもの医療、教育・保育等、子育てのそれぞれのシー
ンにおいて支援を行います。

　直接・間接的な援助を通じて、特別な支援が必要な子どもや家庭に対し、きめ細やかな支援を行い、地域において
安心して生活できる環境づくりに努めます。

こども医療費助成制度

母 (父 )子家庭等
医療費助成制度

乳幼児等医療費助成制度

利用者負担の算定における
寡婦（夫）控除のみなし適用

出産育児一時金

ひとり親家庭相談事業

利用者負担の適正な設定

児童手当支給事業

助産施設入所委託事業

特定優良賃貸住宅供給事業

幼児教育・保育無償化

プレパパ・プレママ
支援事業

留守家庭児童
育成クラブ育成料の減免

要保護・準要保護
児童生徒就学援助

市立保育所苦情解決制度

産後ケア事業

1

1

2

2

3

3

4

6

再

8

9

20

5

7

21

22

小学４年生から中学３年生の医療費を助成する。所得制限あり。

ひとり親家庭の親と児童及び両親のいない児童に対し、医療費を助成する。所得制限あり。

０歳児から小学校３年生の児童に対し医療費を助成する。所得制限あり（未就学児は所得制限なし）。

教育・保育認定を受けた子どもの利用者負担について、所得が同じであっても婚姻歴の有無で差異
が生じていることから、対象の家庭に対して「寡婦（夫）控除のみなし適用」を実施する。

国民健康保険の加入者が出産した場合、出産育児一時金を支給する。

母子家庭、父子家庭の子どもを養育していくうえでの悩みや就労についての支援を行う。

教育・保育認定を受けた子どもの施設型給付・地域型保育給付の対象となる幼稚園・保育所等の利用
者負担について、多子世帯を軽減するとともに、負担能力に応じて適正に設定する。

国制度に基づきながら、次代の社会を担う子ども一人ひとりの育ちを社会全体で応援する観点から、
中学校修了前までの児童を養育している人を対象に支給する。
妊産婦が保健上必要があるにも関わらず、経済的な理由により入院し助産を受けることができない
場合、助産施設において助産を受けさせる。

若年ファミリー層を中心とする中堅所得者層向けの賃貸住宅を提供する。

0歳～ 2歳児（住民非課税世帯）の保育料を無償とし、3歳～ 5歳児の幼稚園、保育所、認定こども
園等の保育料を無償とする。

乳幼児をもつ親や妊婦とその家族を対象に絵本の読み聞かせや絵本の選び方等を紹介する。

子どもが留守家庭児童育成クラブに入所している人を対象に、一定の基準に応じて、育成料の全部
または一部を減免するとともに、多子世帯の育成料の軽減を行う。

市立の小・中学校に在籍し、経済的理由により就学が困難な児童・生徒の保護者に対して、その費
用の一部を援助する。

「川西市立保育所苦情解決制度」を設け、市立保育所における保育の実施に係る苦情、意見及び要
望について適切な解決を図る。

産後、家族・親族などから支援が得られず、産後の体調は育児について不安などがある母子に対し、
助産師の訪問や協力医療機関などへの宿泊等を提供する。専門家からの相談やアドバイスを受ける
ことにより、家族の養育能力の底上げを図る。

医療助成・年金課

医療助成・年金課

医療助成・年金課

国民健康保健課

中央図書館

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

健幸政策課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

幼児教育保育課

社会教育課

学務課

こども支援課

こども支援課

こども支援課

こども支援課

こども支援課

児童扶養手当支給事業4

5

6

父または、母と生計を共にできない児童を養育している母子及び父子家庭等を対象に支給する。所
得制限あり。

川西市婦人共励会が、ひとり親家庭にホームヘルパー等家庭生活支援員を派遣し、日常生活の援助
サービスや子育て支援等を行う日常生活支援事業を支援する。

県事業で、母子家庭、父子家庭の自立と生活の安定を図るために、貸し付けを行う。

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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障がいのある
子どもへの支援

特別支援教育
児童生徒就学奨励

幼児教育保育課

幼児教育保育課

学務課

生活支援事業
（母子加算の実施）

児童発達支援センター事業

市営住宅維持管理事業

児童発達支援事業

障がい児への医療扶助

保育所等訪問支援事業

母子・父子自立支援事業

障がい児保育事業

自立支援医療（育成医療）

母子生活支援
施設入所委託事業

障害児福祉手当

母子・父子福祉
応急資金貸付事業

重度心身障害者（児）
介護手当

自立支援教育訓練給付金

障害児相談支援事業

特別児童扶養手当支給事業

軽・中度難聴児補聴器
購入費等助成事業

高等職業訓練促進給付金

放課後等デイサービス事業

児童居宅生活支援事業

居宅訪問型児童発達支援

12

21

13

22

14

23

7

再

24

8

15

25

9

16

26

10

19

17

27

11

20

18

28

生活保護におけるひとり親世帯の自立を支援するため、母子加算を実施する。

川西さくら園において、施設や病院等で療育を勧められた就学前の児童及びその家族を対象に、日
常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、機能回復訓練、生活適応訓練等の療育及び
療育方法の指導を実施する。

年間空家募集戸数のうち、母子家庭等の優先枠を確保する。

施設や病院等で療育を勧められた就学前の児童に対し、日常生活における基本的な動作の指導、知
識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行う。

重度障がい児に対し、通院・入院医療費の一部を助成する。また、中度障がい児に対し、通院・入
院医療費費の自己負担額の 1/3を助成する。所得制限あり。

保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童との集団生活への適応のための専門的
な支援を実施する。

児童扶養手当受給者の自立を促進するため、母子・父子自立支援プログラムを策定する。

専門機関や入所検討会等などの所見を踏まえながら、保育所において障がい児保育を実施する。

18歳未満の障がい児、または治療を行わない場合将来障がいを残すと認められる疾患がある児童に
対し、その身体障がいを除去、軽減、または防止するための医療について、医療費の一部を給付する。

母子生活支援施設に委託し、離別し 18歳未満の子どもを育てている母や、特別な事情で緊急保護
を要する母子を入所させる。

保育所、幼稚園、小中学校、留守家庭児童育成クラブ等において、障がいのある幼児・児童生徒一
人ひとりの状況に応じて保育士・教諭等の加配（介助員）を配置し、ニーズに対応した支援を行う。

重度の障がいがあるために常時介護を必要とする 20歳未満の人に支給する。所得制限あり。

母子家庭、父子家庭が一時的に生活困窮に陥った際に、貸し付けを行う。

特別支援学級に在籍する児童及び生徒の保護者に対して、就学に必要な費用の一部を援助する。

常時介護を必要とする在宅の重度心身障がい児（者）を介護している人を対象に支給する。所得等
の制限あり。

児童扶養手当受給者または同様の所得水準にある方を対象に、就職やキャリアアップのために雇用
保険制度の対象となる講座を受講した場合、受講に要した費用の 20％を支給する。

在宅の障がい児の地域生活を支援するため、障がい児の心身の状況や環境、障がい児及びその保護
者の意向を聴取し、障害児支援利用計画を作成するとともに、福祉サービス等の利用に関する援助・
調整や相談を行う。

20歳までの身体または精神に障がいがある児童を養育している保護者を対象に支給する。所得制限
あり。

身体障害者手帳の交付対象とならない軽度または中等度の難聴児について、補聴器購入費の一部を
助成する。

児童扶養手当受給者または同様の所得水準の方を対象に、看護師や介護福祉士等の資格取得のため
に２年以上養成機関で修業する場合、生活の負担軽減のため、高等職業訓練促進給付金を支給する。

療育の必要な 20歳未満の就学児童を対象として、学校と連携・協働し、生活能力向上のために必要
な訓練、社会との交流の促進等を行う。

居宅介護、移動支援及び短期入所に係る給付費を支給し、児童の居宅生活を支援する。

重度の障がい等があり、障害児通所支援を受けるために外出することが著しく困難な児童に、居宅
を訪問して日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与等の支援を実施する。

医療助成・年金課

こども支援課

こども支援課

こども支援課

こども支援課

こども支援課

教育支援センター

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

障害福祉課

社会教育課

公営住宅課

生活支援課

こども・若者ステーション

担当所管事業名No. 事業概要
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公民館運営事業

基礎学力向上推進事業

図書館運営事業

学校・地域連携推進事業

公園改良事業

文化財事業

おはなし会の実施

放課後子ども教室

自然ふれあい講座の開催

久代児童センター事業

青少年団体活動補助金

遊び場の開放

世代間交流事業

知明湖キャンプ場
管理運営事業

幼児教室の開催

丹波少年自然の家運営事業

児童教室の開催

5

6

6

7

7

8

9

再

1

1

2

2

3

3

4

4

5

市内の公民館において、子ども・親子・世代間交流、伝統文化等の講座を開催する。

全国学力・学習調査を活用し、実態把握から改善方策を検討・実施・評価という教育に関するＰＤＣ
Ａサイクルの構築を継続し、学力向上を図る。 改善方案の１つとして「きんたくん学びの道場」を
全校で実施する。

司書の選定した絵本や児童図書を収集、整理、保存し、貸出を行うとともに、閲覧の場を提供する。

大学生が学校支援ボランティアとして学校教育に参画し、子どもたちの豊かな体験活動を支援する
とともに、地域の教育力を高め、学校・家庭・地域が協力して子どもたちの生きる力を育成する。

公園整備の市民のニーズは、少子・高齢化が進む中、多種多様化し、世代間を超えた公園の活用が
求められていることから、地域に密着したふれあいの場として既存設備の点検・補修を含め、安全
で安心して利用できる公園整備を実施する。

市内の小学生を対象に、広報誌等を通して一般公募した参加者とともに、史跡めぐりハイキングや
昔あそびを体験する。

主に乳幼児から小学生を対象に、絵本の読み聞かせ等を行うおはなし会を実施する。

各小学校区の実行委員会が小学生を対象に放課後や夏休み等に様々な体験活動を行う放課後子ども
教室事業を支援する。また、市放課後子どもプラン運営委員会を開催し、放課後児童対策事業の効
果的な運営方法を検討する。

市内の豊かな自然環境について講師とともに観察・体感することにより、子どもの自然に対する興
味や知識を深めるとともに、親子で参加することによる家族のふれあいの機会を提供する。

幼児を対象にしたリズム遊びや制作遊びや 0児童を対象にした大正琴、囲碁等のクラブ等の季節の
行事を実施する。また、中・高校生に対して異年齢交流機会の提供や自由来館形式による居場所づ
くりを行う。

川西市子ども会連絡協議会や川西リーダー隊、ボーイ・ガールスカウトの青少年育成団体の活動を
支援するための補助を行う。

幼児とその保護者を対象に遊戯室・体育室を、小学生を対象に体育室を開放し、幼児・児童の仲間
づくりの場を提供する。

久代児童センターにおいて、併設している老人福祉センターの利用者にボランティアで講師を依頼
し、茶道・大正琴・囲碁・詩吟等を子どもたちに教授する。

知明湖キャンプ場を管理・運営する。

0歳とその保護者を対象に「BPプログラム」、１歳とその保護者を対象に「１歳のひろばＯＮＥだー
らんど」、２歳児とその保護者を対象に「たんぽぽくらぶ」、３歳児とその保護者を対象に「ぱんだく
らぶ」、１歳から３歳の幼児とその保護者を対象に「親子で遊ぼうＤＡＹ」、外部講師による読み聞
かせ「おはなしらんど」を実施する。

丹波少年自然の家を、阪神丹波地区９市１町一部事務組合の事業として実施する。

小学生を対象に、将棋、ダンス、ショートテニス、七夕飾り作り、クリスマスリース作り等の教室
を実施する。

総合センター

こども支援課

教育支援センター

中央図書館

中央図書館

公園緑地課

社会教育課

社会教育課

各公民館

学校教育課

学校教育課

こども・若者ステーション

文化・観光・スポーツ課

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

1

2

03 子どもたちを家庭・地域で健やかに育む

1 子どもがのびのびと活動できる環境・機会の充実
安心し過ごせる場の確保

遊びや学びの機会の充実

　公共施設における事業実施や施設の開放、交流の場を用意すること等を通じて、子ども達が安全で安心に過ごせる
場の確保に努めます。

　地域団体やボランティア等の協力を得ながら、子ども達に学習や体験の場を提供することにより、豊かな人間性や
社会性を育む機会を創出します。

総合センター

総合センター

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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読書週間事業

スポーツ少年団支援事業

地域スポーツクラブ
（スポーツクラブ 21）

支援事業

文化財団事業

10

11

12

13

子ども読書週間（4/23～5/12）と読書週間（10/27～11/9）に、子どもを対象にした行事を開催する。

スポーツや交流事業等による青少年の健全育成を図るため、スポーツ少年団の活動を支援する。

子どもたちがスポーツを通して地域の人々との交流や人間的成長、体力の向上を図るため、全小学
校区に設立している地域スポーツクラブの運営を支援する。

青少年を対象とする様々な事業を通して、青少年に音楽や伝統文化等に触れる機会を提供し、その
育成を図る。

小学校体験活動事業

夏休み特別事業

里山体験学習事業

消費者啓発事業

兵庫県地域に学ぶ
トライやる・ウィーク事業

姉妹都市 (海外）等との交流

読書支援事業

親子料理教室

食育の推進

完全米飯給食の実施

6

10

7

11

8

12

9

1

2

3

4

5

小学校３年生が地域の自然の中で、地域の人々の協力を得ながら、五感を使って命の営みや大切さ
を学ぶ活動を推進する。また、小学校５年生が自然の中で、４泊５日の宿泊体験を通じて、豊かな
感性や社会性を育む活動を推進する。

夏休みに子どもを対象とした図書館員体験等の行事を開催する。

小学校４年生を対象に日本一の里山である黒川地区を舞台とした自然観察や地域住民とのふれあい
を通じて、自然に対する畏敬の念や生命のつながり、環境保全の大切さ等を実感させ、児童の心の
豊かさを育む。

夏休みくらしの親子講座（金銭感覚や食生活、環境に配慮した消費行動等、生活全般にわたる基本
的な知識を、親子で楽しみながら学習）を実施する。５歳児・小学生には買い物を通じた金銭教育、
中学生には契約、携帯やインターネットのトラブルについて等、各ライフステージに応じた消費者
教育を実施する。

市内中学２年生全員が１週間学校を離れて地域の事業所や様々な活動場所で、体験的学習を行う。
「こころの教育」を中心とした全県的な取り組みで、地域と学校・生徒・保護者が協力体制を深めて
いく。

姉妹都市ボーリング・グリーン市（アメリカ・ケンタッキー州）の小学校との作品交流、市立図書館
の書籍交換交流等、様々な交流機会を提供する。

マルチメディアデイジー図書の提供や、バリアフリー上映会の開催等により、誰もが読書に親しむ
機会を提供する。

地域活動団体と協力して、３～５歳児親子を対象に「共食」などをテーマとした子どもの調理実習等、
効果的な食育実践啓発を行う。

すべての世代を対象に様々な機会で活用するために作成した食育啓発用ＤＶＤ棟を用いて、地域で
食育や栄養・食生活等に関する情報を積極的に発信する。

保育所・認定こども園で、給食その他保育活動を通して食育を推進する。

様々な体験を通じて、食に関する知識と食を選択する力を習得し、健全な食生活を実践できる子ど
もの育成に努める。あわせて、食育が知育・徳育・体育の基礎として定着できる取り組みを進める。

学校給食において自校調理方式で和食を中心に手づくりにこだわった完全米飯給食を実施し、子ど
もたちの健やかな成長や生きる力の醸成につなげる。

中央図書館

中央図書館

学校教育課

学校教育課

学校教育課

2 様々な体験活動の提供
　豊かな自然環境を通じた体験や、食育、職業体験等を通じて、子ども達が多彩な経験をできる場を提供します。

中央図書館

文化・観光・スポーツ課

文化・観光・スポーツ課

文化・観光・スポーツ課

学校教育課

学務課

幼児教育保育課

健幸政策課

生活相談課

健幸政策課

文化・観光・スポーツ課

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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子育て支援活動の
ネットワークづくり事業

子ども・若者支援
地域協議会運営事業

子育て支援相談事業

地域子育て支援事業

地域の子育て支援者の育成・
活動支援事業

学校・地域連携推進事業

青少年問題協議会運営事業

子どもの読書活動
推進協議会事業

ボランタリー活動支援事業

空き家活用支援事業

親元近居助成制度

すくすく
ベビールームの設置

一時保育の推進

青少年の健全育成を
阻害する店舗等指導事業

3

7

4

8

5

9

6

再

10

11

1

1

2

2

地域の子育て活動を支援するために、子育てグループ交流会を実施するほか、様々な機関・団体と
連携し、コーディネートするとともにこれらのネットワーク化を図る。

困難を抱える子ども・若者やその家族に対して、子ども・若者支援地域協議会を構成する福祉や保健、
教育、雇用等の機関が、それぞれの専門性を活かして連携し、一人ひとりに対応した支援を行う。

地域で活動する子育て支援者からの様々な相談を受ける体制を整備し、地域でのネットワークづく
りを支援する。

地域子育て支援担当保育士を配置し、プレイルームの開設や子育て講座・講演会等を実施する。また、
園庭開放や子育て相談、親子での保育所体験会等を実施し、在宅で子育てをしている家庭を支援す
る。

地域の子育て支援者に向けた講座を開催し、支援者の育成や支援活動の活性化を図る。

大学生が、学校支援ボランティアとして学校教育に参画し、子どもたちの豊かな体験活動を支援す
るとともに、地域の教育力を高め、学校・家庭・地域が協力して、子どもたちの生きる力を育成する。

青少年の健全育成にかかる市の総合的な施策方針を協議・決定するとともに、コミュニティ・青少
年団体・学校・保護者等の関係機関との連絡調整を図る。

「ブックスタート」をはじめとする子どもの読書活動の推進を図るため、関連機関との連絡調整に
努める。

社会福祉協議会のボランティア活動センターに、ボランタリー活動支援助成を実施し、子育て支援
に係るボランティアの育成や、一時保育ボランティアの派遣等、子育てに係るボランティア事業の
充実を図る。

若年等・子育て世帯が、自己の居住用に市内の空き家を取得して改修するとき、その改修工事費用
の一部を助成。

子育て・介護等の共助を推進し、若年世帯の流入・定住化促進を目的として市内に住む親世帯と近
居するために、市内に住宅を取得して居住する子育て世帯に対し、住宅取得時の登記費用の一部を
助成する。

授乳やオムツ替え等のスペースを設置する施設を登録し、ステッカー等を掲示することで、子育て
中の家族が出かけやすい環境づくりを進める。

子育て中でも様々な活動に参加できるよう、講演会等の開催時に保育ボランティアの協力を得て、
一時保育を行う。

兵庫県県民局の依頼を受け、青少年の健全育成の観点から有害とされる雑誌・ビデオ・ＤＶＤ・遊戯
具等の販売が無秩序に行われないよう、兵庫県青少年愛護条例の遵守を販売者に働きかけ、改善が
なされないときは県への報告を行い、当該条例に基づく販売方法等の変更または中止を働きかける。

中央図書館

住宅政策課

1

2

2 家庭・地域で子どもたちを育てるための体制づくり
子育てを支援するネットワークづくり

地域の子育て環境づくり

　子育て家庭同士がつながりを持てる環境整備や子育ての主体それぞれが相互に協力できる体制づくりに努めるとと
もに、子育て支援団体や機関が連携して子どもたちを支援できるネットワークづくりを推進します。

　子育て中の家庭が安心して外出できるよう、子育てバリアフリーを推進することに加え、有害環境の浄化活動を行
います。

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども支援課

幼児教育保育課

教育支援センター

地域福祉課

住宅政策課

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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1

1

2

3 家庭・地域で子どもたちを育てるための体制づくり

4 子育てと仕事の両立の推進

子育てを支援するネットワークづくり

それぞれが責任を果たす男女共同参画社会づくり

子育てと両立しやすい就労環境への啓発

　子育て家庭同士がつながりを持てる環境整備や子育ての主体それぞれが相互に協力できる体制づくりに努めるとと
もに、子育て支援団体や機関が連携して子どもたちを支援できるネットワークづくりを推進します。

　「男女共同参画プラン」の着実な推進を図りつつ、誰もが参画できる社会をめざした取り組みを行います。

　ワーク・ライフ・バランスを推進し、子育てと仕事が両立できる環境づくりに努めるほか、能力向上に向けた取り
組みや情報提供等、就職支援を行います。

キャリア教育推進
補助金事業

妊娠中の学習会

兵庫県地域に学ぶ
トライやる・ウィーク事業

トライやるウィーク
ふれあい育児体験学習

ジェンダー問題相談事業

女性のための
再就職支援講座

教育研究事業
（男女平等教育研修）

男女共同参画センター
学習啓発事業

特定事業主
行動計画の実行

3

再

4

1

1

1

再

2

2

進路指導において、子どもたちが進路を決定するために必要とする資料や情報を提供することで、
一人ひとりの生徒に対してきめ細かな進路相談・指導を充実させるとともに、子どもたちがより確
かな進路実現を図れるための支援を行う。

出産の準備、沐浴実習、歯周病予防等の学習会を実施する。妊娠期からの仲間づくりにつなげ、子
育て期の孤立や育児不安の軽減を図る。また、父親の育児や家事への参加意欲の向上に努める。

「トライやるウィーク」で、保育所等での活動を通して、中学生と乳幼児とが直接ふれあう活動を
行う。

中学生については「トライやる・ウィーク」で、高校生については家庭科の授業の中の「ふれあい育
児体験実習」で、保育所等において受け入れを行い、中・高校生と乳幼児とが直接ふれあう機会を
提供する。

男女共同参画センター事業として、「女性のための相談」を実施中で、週３日は専門相談員による
面接・電話相談を、週２日はカウンセリンググループによる電話相談を行い、ジェンダーの視点か
らの子育てと仕事の両立推進をサポートする。

再就職・再就労・起業を希望する女性を支援する講座や、それらに対応したパソコン講座等を開催
する。

研究校園を指定し、川西市男女平等教育ガイドライン「かがやき～すべての子どもたちのしあわせ
を願って～」に基づいて、男女平等教育を推進するとともに、教職員の資質向上を図る。指定校園
の研究の成果を研究発表として公開し、男女平等教育への理解と意識の高揚を図る。

男女共同参画社会を実現するためのワーク・ライフ・バランスに関する講座等を開催するとともに、
絵本等の図書を収集し、貸し出しや読み聞かせの時間を持つほか、管内展示にも工夫を凝らす等、
子育て支援事業を実施する。

職場全体で次世代育成を支援し、ワーク・ライフ・バランスを推進していく環境づくりと、職員一
人ひとりが従来の働き方を見直し、男女の別なく仕事と子育てを含む家庭・地域生活との両立を図っ
ていくことをめざす。

学校教育課

学校教育課

人権推進課

人権推進課

人権推進課

職員課

幼児教育保育課

教育支援センター

健幸政策課

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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人権学習事業

青少年相談事業

育児支援家庭訪問事業

要保護児童対策協議会

適応教室運営事業

児童虐待防止啓発事業

各種母子保健事業を
活用した支援の充実

青少年の善行表彰

子ども・若者
総合相談窓口

家庭児童相談室運営事業

子どもの人権ネット
委託事業

子どもの人権
オンブズパーソン事業

こんにちは赤ちゃん事業

3

3

3

5

4

4

6

1

1

1

2

2

2

川西市人権行政推進プラン・川西市人権教育基本方針の具現にむけ、学校園における人権文化の創
造を図るため、学校園が実施する「あらゆる人権課題についての子どもの学習機会」を促進する。

不登校等の子どもと保護者を対象に、電話相談・来所相談を行うとともに、カウンセリング、言語
訓練や助言といった教育相談を行う。

児童の養育について支援が必要でありながら、積極的に自ら支援を求めることが困難な状況にある
家庭に、過重な負担がかかる前に保健師や保育士等を派遣し、養育上の諸問題の解消を図り、家庭
の養育力の育成及び向上を支援する。

要保護児童を早期に発見し対応するため、地域、福祉、保健、医療、教育、警察等関係機関によるネッ
トワークを充実する。また、研修会の開催等により、関係機関職員の資質向上を図る。

不登校等の子どもの自立心の回復や学校復帰の支援のため、適応教室青少年の家「セオリア」の開室、
不登校に悩む保護者を対象とした「気軽におしゃべり会」を行う。

11月の児童虐待防止推進月間に、虐待防止に関するポスターやチラシ、啓発グッズの配布や講演会
を開催し児童虐待防止を啓発する。

乳幼児（４か月児・10か月児・１歳６か月児・３歳児）健康診査事業、訪問指導（新生児・乳幼児等）事業、
赤ちゃん交流会等の各種母子保健事業の機会をとらえて、子育てへの不安を抱えている親や、ハイ
リスク児への相談等継続的な支援を行い、虐待の発生予防や早期発見に努める。

青少年の地域社会への貢献や消防、警察への協力行為等の善行を表彰することにより、社会に奉仕
する精神の涵養等に寄与し、健全にして郷土愛にあふれる青少年の育成を図る。

社会生活を円滑に営む上で困難を抱える子ども・若者や、その保護者からの相談に対して、適切な
助言や関係支援機関の紹介、情報提供を行うなど、自立に向けて相談者一人ひとりに対応した支援
を行う。

18歳以下の子どもを養育している家庭の相談に応じる。また、研修会への参加等により、家庭児童
相談員の資質向上を図るなど、相談体制の充実に努める。

小学校４年生から中学生の子どもたちが、自分たちの計画した「遊び」や「学習」を通して「子ども
の権利条約」について理解を深めるための活動を行う。

公的第三者機関であり、一定の独立性が担保された「川西市子どもの人権オンブズパーソン」にお
いて、いじめや体罰、虐待、不登校等子どもの人権侵害に関し、相談及び関係者との調整活動を行
うとともに、市民等からの申立て等による調査活動を実施するなどして、子どもの人権を擁護し救
済を図る。

生後４か月までの乳児がいる家庭を保育士の資格を持った職員が全戸訪問し、子育てについての不
安や悩みを聞き、子育てに関する情報を提供する。

人権推進課

人権推進課

健幸政策課

1

1

1

04 子どもの権利と安全を守る

1 子どもの人権を尊重する社会づくり

2 子どもたちの相談・支援体制の充実

子どもの参加・参画をすすめる施策の展開

相談体制の充実

相談体制の充実

子どもたちの自発的な活動を促すほか、社会貢献や善行に対して表彰する等、参画に対する意欲向上を図ります。

各機関が連携を図りつつ、社会活動を円滑に営む上で課題を抱える子ども・若者を対象とした相談等の事業をを行い
ます。

各機関が連携を図りつつ、社会活動を円滑に営む上で課題を抱える子ども・若者を対象とした相談等の事業をを行い
ます。

こども・若者ステーション

こども支援課

教育支援センター

教育支援センター

教育支援センター

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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交通安全対策の推進

交通安全教室の実施

1

2

安全灯、転落防止柵、カーブミラー等の交通安全施設について、子どもが安全で安心して通うこと
ができるよう、新設を含め維持管理を行う。また、信号機、横断歩道、交通標識等の交通規制にか
かる整備の推進については、引き続き川西警察署を通じて県公安委員会に要望する。

交通安全教室を開き、保護者に対して幼児の交通事故の現状、幼児の行動（心理）特性、家庭にお
ける幼児の交通安全教育の進め方等について、実践的な教育活動を実施する。また、チャイルドシー
トの正しい着用についての啓発に努める。
幼児に対しては、道路の歩き方、信号の見方等、基本的な交通安全教育を実施する。

1

2

3 子どもの安全の確保
子どもの交通安全を確保するための活動の推進

子どもを犯罪や災害等の被害から守るための活動の推進

　交通事故を防止するため、交通安全施設の整備・維持管理を行うほか、子どもたちの安全を確保するため、交通安
全教育を推進します。

　行政・地域・関係団体が協力し、生活安全上の課題解決に尽力することに加え、子どもたちを災害から守り非常の
事態に対応できるよう、情報提供に努めるほか訓練等を実施します。

かわにし安心ネット

学校安全協力員

生活安全事業

青少年育成事業

こどもをまもる
110番のくるま

青色回転灯パトロール

こどもをまもる
110番のおうち事業

青少年育成市民会議
補助事業

学校運営事業
（防犯システムの整備）

乳幼児向け救急救命法
講習会の開催

防災訓練の実施
防犯システムの設置

3

7

4

8

5

9

6

10

11

1

2

「かわにし安心ネット」を利用し、災害情報や防犯に関する緊急情報を配信する。

校内及び通学路での子どもの安全を確保するため、保護者や地域住民の協力を得て、校門での声か
けや通学路での見守り、付き添いを実施する。

「地域の安全は地域で守る」という考えのもと、生活安全推進連絡協議会にて情報交換を行う等、
警察をはじめ、市民や関連団体と連携し、地域の安全確保に向けた取り組みを継続する。「子ども
の安全確保及び犯罪の未然防止」を目的として、各小学校通学路等に 10台ずつ設置した防犯カメ
ラについて、適切に管理運用を行う。

青少年非行の防止と児童・生徒の安全確保を図るため、警察・学校・市民が連携協力し、補導活動と
学校外における安全確保に関する活動を行う。

迷惑行為、痴漢等の犯罪行為等の危険から子どもたちを守るため、市公用車や郵便局の車両等にゴ
ムマグネットまたはステッカーを貼り走行する。

警察の許可を得て、青色回転灯を装備した公用車で小学校の通学時間帯を中心に市内を巡回し、児
童生徒の見守りを行い、その安全確保を図る。

児童・生徒の登下校時等における安全確保のため、ＰＴＡ・コミュニティ・諸団体の協力を得ながら
「こどもをまもる 110番のおうち」の拡充・整備を図る。

市内７中学校区の青少年育成市民会議が、地域の青少年健全育成に関わる団体の連携のもと、地域
のおとなの声かけ（あいさつ運動）・見守り（登下校時の子どもの見守り）運動等を実施する。

防犯カメラや人的な緊急出動要請を含む夜間及び休日における機械警備システム整備のほか、県警
ホットラインを設置し、関係機関と連携いながら、児童生徒のより安全な学校生活の推進を図る。

乳幼児向けの救急救命法と心肺蘇生法の実技講習会を開催し、子どもが事故に遭った場合や、ケガ
をした場合の対処法を学ぶ機会を提供する。

市立教育・保育施設で、子どもが身を守る大切さや安全な避難の仕方を学ぶとともに、職員が連携
して避難誘導できるよう、防災マニュアルに基づき各避難訓練を実施する。また、保護者向けて的
確に情報を提供できるよう、緊急メールを発信するほか、災害等緊急引き渡しカードを活用する。
園所には県警ホットラインや機械警備システム、モニター付きインターホンを設置し、関係機関と
連携する。

教育総務課

危機管理課

生活相談課

生活相談課

道路管理課

交通政策課

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

こども・若者ステーション

幼児教育保育課

担当所管事業名No. 事業概要

担当所管事業名No. 事業概要
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切れ目ない支援体制

保健センター

一体的
支援

一体的
支援

子ども家庭
総合支援拠点

こども・若者ステーション
3つの機能

子ども・若者
総合相談センター 青少年

センター

子ども・若者
ステーション

1

2 3

子育て世代
包括支援センター

一体的
支援

妊娠・出産・子育て期にわたる
切れ目ない支援体制

子育て世代包括支援センター
子ども家庭総合支援拠点
子ども・若者総合相談窓口

こども・若者ステーション

◎妊産婦から若者支援まで
　川西市こども・若者ステーションは、平成 30
年度に開設し、子育て世代包括支援センター（母
子保健法）、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉
法）、子ども・若者総合相談センター（子ども・若
者育成支援推進法）の機能を有する施設です。
　支援対象は妊産婦から 39歳までの若者（社会
生活を円滑に営む上で困難を有する若者）で、切
れ目のない支援体制の構築をめざし、以下の事業
を実施します。
１.子育て世代包括支援センター
利用者支援事業（母子保健型）
　保健センターと連携し、セルフプランの作成
や、リスクのある家庭への支援プランを作成する
ほか、関係機関とのネットワークを構築する
利用者支援事業（基本型）
母子保健事業
　保健センターと連携し、母子健康手帳の交付や

検診・教室を行うほか、産前産後サポートや産後
ケアを行う
　子育て支援事業
　プレイルーム
　一時預かり保育
２.子ども家庭総合支援拠点
家庭児童相談
　・虐待や養育上の問題に対する助言等
　・要保護児童対策協議会の関係機関と連携
３.子ども・若者総合相談センター
相談窓口
　概ね 39歳までのひきこもり、ニート、不登校
者及びその関係者を対象とした相談窓口を開設す
る。
居場所
　講座の開催や情報交換会等を実施
支援ネットワーク
　子ども・若者支援地域協議会の関係機関と連携
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01 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の提供区域の設定

1 提供区域の設定に係る考え方

2 本計画における提供区域

　子ども・子育て支援法第 61条第２項の規定により、計画の策定にあたっては、地理的条件、人口、交通事情その
他の社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して提供区域を定める
こととしています。
この提供区域ごとに「教育・保育」及び「地域子ども・子育て支援事業」の「量の見込み」「確保の内容」「実施時期」を
記載します。

　提供区域は市内全域を基本とし、「地域子育て支援拠点事業」については中学校区とします。
　なお、第 1期川西市子ども・子育て計画においては、保育の提供区域を中学校区としていましたが、全ての中学校
区において保育施設が整備されたことに加え、保育施設が提供区域を問わず利用可能であることによって、提供体制
の確保により定員が充足しているにもかかわらず待機児童が発生する状況が同一の中学校区において継続的に見られ
ることから、提供区域を全域へと見直します。

事業計画

Ko

do
mo Kosodate

Chapter5

第5 章

市内全体

中学校区

　　教育・保育
　　地域子ども・子育て支援事業
　　利用者支援事業
　　時間外保育事業（延長保育）
　　放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成クラブ）
　　子育て短期支援事業（ショートステイ）
　　乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）
　　育児支援家庭訪問事業及び子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
　　一時預かり事業
　　病児・病後児保育事業
　　子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター）
　　妊婦に対する健康診査

　　地域子ども・子育て支援事業
　　地域子育て支援拠点事業

提供区域 区分

1

2

2

Chapter5
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02 計画期間における人口推計
　計画の策定にあたって、教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の量の見込みの算出に必要とされる 0歳から 11
歳について、計画期間である令和 2年（2020年）～令和 6年（2024年）の人口推計を行いました（各年 4月 1日）。
　中学校区毎の人口を以下の方法（コーホート変化率法）で算出し、積み上げた数値を市全域の人口推計としています。

平成 27年（2015年）4月 1日～平成 31年（2019年）4月１日
時点の 5年分の住民基本台帳人口から各年齢別に翌年の同集団

（＋ 1歳）の人口との増減率を求め、その平均値を算出
上記の増減率の平均値を、基準とする平成 31年（2019年）4
月 1日時点の年齢別人口に乗じ、令和 2年（2020年）～令和 6

1

2

3

年齢
実績 推計

令和元年
（2019年）

令和2年
（2020年）

令和3年
（2021年）

令和4年
（2022年）

令和5年
（2023年）

令和6年
（2024年）

0歳 984 986 965 942 921 901
1歳 982 1,033 1,037 1,016 990 968
2歳 1,141 1,017 1,067 1,073 1,052 1,024
小計 3,107 3,036 3,069 3,031 2,963 2,893
3歳 1,184 1,178 1,052 1,103 1,109 1,086
4歳 1,227 1,206 1,202 1,074 1,123 1,130
5歳 1,285 1,239 1,219 1,217 1,087 1,134
小計 3,696 3,623 3,473 3,394 3,319 3,350
6歳 1,272 1,295 1,249 1,229 1,229 1,097
7歳 1,352 1,285 1,308 1,265 1,243 1,245
8歳 1,376 1,358 1,291 1,316 1,272 1,251
9歳 1,319 1,385 1,366 1,301 1,324 1,282
10歳 1,468 1,329 1,396 1,377 1,311 1,334
11歳 1,414 1,478 1,338 1,406 1,387 1,320
小計 8,201 8,130 7,948 7,894 7,766 7,529
合計 15,004 14,789 14,490 14,319 14,048 13,772

03 量の見込みと提供体制の確保方策の基本的な考え方

2 提供体制の確保方策の実施時期と内容　

1 各年度における量の見込みの算定方法
　計画の策定にあたり、人口の推移や平成 30年 10月に実施した「子育て支援に関するアンケート調査」の回答結果
に加えこれまでの実績を基に、国の示す手順を基本に算出しています（詳細はそれぞれの項目に記載）。

１　提供体制の確保方策の実施時期
　教育・保育の利用希望に対応する提供体制の確保については、「子育て安心プラン」で目標としている令和 2年度
末（2020年度末）までに対応することをめざし記載しています。
　また、地域子ども・子育て支援事業のうち、放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成クラブ）の利用希望に対
応する提供体制の確保については、「新・放課後子ども総合プラン」で目標としている令和 3年度末（2021年度末）
までに対応することをめざし記載しています。地域子ども・子育て支援事業の他の事業については、計画期間中（令
和 2年度～令和 6年度）に提供体制を確保できるよう、その内容及び実施時期を記載しています。
２　教育・保育の提供体制の確保方策の内容
各年度の教育・保育の量の見込みに対する提供体制として、以下の教育・保育施設・事業などをもって確保方策の内
容としています。
　幼稚園・保育所・認定こども園・地域型保育事業・地域保育園　　　　　　　　　　　　　　　　
市内に立地する各幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、地域保育園の利用定員を基本とする数値を記
載しています。この上で量の見込みを充足する提供体制の確保を図るため、定員増を行う計画としています。
　企業主導型保育事業
　定員数のうち、事業実施者の従業員等が利用する「従業員枠」とは別に定員の 50％以下で設定が可能な「地域枠」
を提供体制として記載しています。

年（2024年）各年齢の推計者数を算出
0歳児については、平成 27年（2015年）4月 1日～平成 31年

（2019年）4月１日時点の 5年分の住民基本台帳人口から婦人
子ども比の平均値を算出し、各年に適用Chapter5

（人）
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04 教育・保育の量の見込みと提供体制の確保方策

1 保育施設の量の見込みと実施しようとする提供体制の確保方策

2 教育施設の量の見込みと実施しようとする提供体制の確保方策

コーホート変化率法により算出（P00参照）
平成 30年度に実施した川西市子育てに関するアンケート調査から得られたニーズ量を、第 1期子ども・子育て計画に
おける計画値と実績値のギャップを勘案し補正するなどし、保育ニーズ最大値として設定。令和 5年まで増加が続く
ものと想定している
人口推計と利用希望率の積
既存の施設定員数と増加を見込む施設の定員数の和の内、量の見込みを受け入れるのに必要とされる数値

コーホート変化率法により算出（P00参照）
平成 30年度に実施した川西市子育てに関するアンケート調査から得られたニーズ量を、第 1期子ども・子育て計画に
おける計画値と実績値のギャップを勘案し補正するなどし、教育ニーズ最小値として設定。令和 5年まで減少が続く
ものと想定している
人口推計と利用希望率の積
量の見込みを受け入れるのに必要とされる数値

確保方策の考え方
令和 4年度に保育施設の新設による 90人の定員増を図ることに加え、認定こども園の 2号認定に関し、令和 3年度に 60人、令和 4年度
に 30人の定員変更による定員増を行います。 

確保方策の考え方
令和 3年度以降、利用定員の見直し等を行います。

人口推計
利用希望率

量の見込み
確保方策

人口推計
利用希望率

量の見込み
確保方策

保育所・認定こども園
地域型保育
企業主導型
地域保育園

計
保育所・認定こども園

地域型保育
企業主導型
地域保育園

計
量の見込みと確保方策の差（人）

幼稚園・認定こども園
確認を受けない幼稚園

計
定員数 -量の見込み

幼稚園・認定こども園
確認を受けない幼稚園

計
確保方策 -量の見込み

3,623 
35.6%
1,289
1,136

0
144
41

1,321
1,136

0
71
41

1,248
-41

1,325 
1,540 
2,865 

742 
1,134 

989 
2,123 

0

1,225 
1,540 
2,765 

772 
1,004 

989 
1,993 

0 

3,623 3,473
58.6%
2,123

57.4%
1,993

7.9%
286

8.5%
295

50.7%
1,837

48.9%
1,698

3,473 
37.6%
1,305
1,196

0
144
41

1,381
1,196

0
68
41

1,305
0

986 
18.6%

183
185
33
54
0

272
183

0
0
0

183
0

965 
19.8%

191
185
33
54
0

272
185

6
0
0

191
0

2,050 
43.9%

899
779
100
149
25

1,053
779
95
0

25
899

0

2,104 
45.8%

963
779
100
149
25

1,053
779
100
59
25

963
0

6,659 
35.6%
2,371
2,100

133
347
66

2,646
2,098

95
71
66

2,330
-41

6,542 
37.6%
2,459
2,160

133
347
66

2,706
2,160

106
127
66

2,459
0

年度
認定区分

年齢
人口推計（人）
利用希望率

量の見込み（人）

年度
認定区分

人口推計（人）
利用希望率

量の見込み（人）

2号
3~5歳

1号 1号計 計

2号
3~5歳

3号

2号 2号

3号
0歳 0歳計 計1・2歳 1・2歳

令和 2年度（2020年度）

令和 2年度（2020年度） 令和 3年度（2021年度）

令和 3年度（2021年度）

定
員（
人
）

定
員（
人
）

確
保
方
策（
人
）

確
保
方
策（
人
）
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1,025 
1,540 
2,565 

742 
834 
989 

1,823 
0

1,125 
1,540 
2,665 

761 
915 
989 

1,904 
0

925 
1,540 
2,465 

625 
851 
989 

1,840 
0

3,3193,394 3,350
54.9%
1,823

56.1%
1,904

54.9%
1,840

9.6%
319

9.0%
305

9.6%
322 

45.3%
1,504

47.1%
1,599

45.3%
1,518

3,394 
39.5%
1,340
1,280

0
144
41

1,465
1,280

0
19
41

1,340
0

3,319 
41.5%
1,377
1,280

0
144
41

1,465
1,280

0
56
41

1,377
0

3,350 
41.5%
1,390
1,280

0
144
41

1,465
1,280

0
69
41

1,390
0

942 
20.9%

196
188
33
54
0

275
188

8
0
0

196
0

921 
22.0%

202
188
33
54
0

275
188
14
0
0

202
0

901 
22.0%

198
188
33
54
0

275
188
10
0
0

198
0

2,089 
47.6%

994
812
100
149
25

1,086
812
100
57
25

994
0

2,042 
49.5%
1,010

812
100
149
25

1,086
812
100
73
25

1,010
0

1,992 
49.5%

986
812
100
149
25

1,086
812
100
49
25

986
0

 6,425 
39.4%
2,530
2,280

133
347
66

2,826
2,280

108
76
66

2,530
0

 6,282 
41.2%
2,589
2,280

133
347
66

2,826
2,280

114
129
66

2,589
0

6,243 
41.2%
2,574
2,280

133
347
66

2,826
2,280

110
118
66

2,574
0

1号1号 1号計計 計

2号
3~5歳

2号
3~5歳

2号
3~5歳

2号2号 2号

3号 3号3号
0歳 0歳0歳 計 計計 1・2歳 1・2歳1・2歳

令和 5年度（2023年度）令和 4年度（2022年度） 令和 6年度（2024年度）

令和 5年度（2023年度） 令和 6年度（2024年度）令和 4年度（2022年度）

※企業主導型保育事業所の確保方策最大値（地域枠）は各施設の利用定員の 1/2。実際の利用希望数が量の見込みを上回り提供体制の確
保方策が不足する場合には新たな施設整備等を検討するほか、実際の利用希望数が量の見込みに満たない場合には適正な提供体制の確
保方策を再検討する

※ 2号認定…2号認定のうち、幼児期の学校教育（幼稚園）の利用希望が強いと想定される人
※幼稚園・認定こども園、確認を受けない幼稚園の定員…「幼稚園」には市立幼稚園の利用定員、「認定こども園」には市立及び民間認
定こども園の利用定員を計上。また、「確認を受けない幼稚園」には、子ども・子育て新制度に移行していない幼稚園の定員数を計上し
ている

（人）

（人）
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　事業概要
子ども、またはその保護者の身近な場所で、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等の情報提供及び必要に応じ相談・
助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を行う事業で、いずれかの類型を選択して実施します。

　量の見込みの考え方
就学前児童の教育・保育施設をはじめとする子育て支援事業へのニーズは増加し、地域型保育事業や企業主導型保育
事業などの新たな形態の施設が開設され、また、地域の子育て支援事業も多様化することにより、利用者の個別ニー
ズに沿った情報提供や相談を提供する必要性は今後も継続するものと想定します。
　確保方策の考え方
幼児教育保育課、こども・若者ステーション及び保健センターにおいて、引き続き特定型、基本型、母子保健型の利
用者支援事業を実施します。

05 教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の提供区域の設定

1 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと提供体制の確保方策

　事業概要
保育認定を受けた子どもについて、認可保育所や認定こども園等で、通常の保育時間を超えて延長して保育を実施す
る事業です。
　量の見込みの考え方
令和 2年度の量の見込みは平成 27年度～平成 30年度の平均値とし、就学前人口の変化と同様に推移するものと想定
します。
　確保方策の考え方
時間外保育事業は、各施設に在籍する児童が利用する事業であり、各施設において実質的に定員の設定を行っておら
ず、申請に応じてすべての児童が利用します。

　事業概要
保護者等が就業等により昼間家庭にいない小学生を対象に、授業が終わった後や学校の休業期間等において、適切な
遊びや生活の場を提供し、指導員の活動支援のもと児童の健全育成を図る事業です。
　量の見込みの考え方
各小学校の１年生の申請率及び 2年生以上の継続率を元に算出し、当該数値に「幼児教育・保育の無償化」の影響を
考慮した量を見込み算出しています。
　確保方策の考え方
・利用実績において登録児童の出席率は約 8割程度であることから、利用登録の上限を定員の 2割増としています。
それに加えてクラブ室に余裕がある場合は、施設基準を満たす範囲で増員しています。
・利用登録定員を超える見込みがあった場合、低学年が優先的に利用できるよう配慮しています。
・既存の民間留守家庭児童育成クラブへの安定的な運営を支援し、児童の健全育成を図る場を確保します。また、学
校の余裕教室・特別教室等既存施設の活用を基本としつつ、民間誘致等により待機児童の解消を図ります。
・高学年の受入れに伴い、施設面の整備や児童への対応・プログラム等について検討します。
・利用者のニーズに応じた開所時間の延長について検討します。

3 3 3 3 3

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）年度

確保方策

待機児童の解消等を図るため、教育・保育施設や事業を円滑に利用できるよう支援を行う
特定型に加えて、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供する関係機関との連絡調整等を行う
妊娠期から子育て期にわたるまでの母子保健や育児に関する様々な悩み等に円滑に対応するため、保健師等が専
門的な見地から相談支援等を実施し、切れ目ない支援体制を構築する

特定型
基本型

1 利用者支援事業

2 時間外保育事業（延長保育）

3 放課後児童健全育成事業（留守家庭児童育成クラブ）※表は右ページ

母子保健型

615
615

0

604
604

0

593
593

0

580
580

0

576
576

0

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）年度

量の見込み①
確保方策②

② -①

（人）

（人）
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466 
378 
298 
145 
46 
13 

1,346 
35 
19 
25 
8 
3 
0 

90 
25 
26 
8 
8 
2 
1 

70 
45 
33 
37 
16 
7 
3 

141 
29 
23 
13 
10 
3 
2 

80 
32 
27 
21 
8 
3 
0 

91 
48 
43 
37 
19 
1 
0 

148 
16 
21 
10 
6 
1 
0 

54 

482 
411 
278 
161 
37 
10 

1,379 
29 
31 
15 
13 
2 
1 

91 
24 
22 
20 
4 
2 
0 

72 
40 
40 
26 
19 
4 
2 

131 
35 
25 
18 
7 
3 
1 

89 
42 
29 
20 
11 
2 
1 

105 
51 
45 
33 
24 
4 
0 

157 
22 
15 
15 
6 
0 
0 

58 

501 
425 
303 
149 
41 
7 

1,426 
37 
25 
24 
8 
4 
0 

98 
25 
21 
17 
10 
1 
0 

74 
51 
35 
31 
14 
5 
1 

137 
27 
31 
19 
9 
2 
1 

89 
45 
38 
22 
10 
3 
0 

118 
57 
47 
34 
22 
6 
1 

167 
19 
21 
10 
9 
0 
0 

59 

540 
442 
313 
163 
39 
7 

1,504 
35 
32 
19 
12 
2 
1 

101 
29 
22 
16 
9 
3 
0 

79 
45 
45 
27 
16 
4 
1 

138 
36 
24 
24 
10 
2 
0 

96 
50 
41 
29 
11 
3 
1 

135 
60 
53 
36 
23 
5 
1 

178 
21 
18 
15 
6 
1 
0 

61 

486 
476 
328 
165 
40 
7 

1,502 
32 
31 
25 
10 
3 
0 

101 
23 
25 
17 
8 
2 
1 

76 
50 
40 
35 
14 
4 
1 

144 
30 
32 
18 
12 
3 
0 

95 
45 
45 
31 
15 
3 
1 

140 
58 
55 
41 
24 
5 
1 

184 
16 
20 
13 
9 
0 
0 

58 

1,520 

96 

60 

144 

96 

89 

148 

63 

1,613 

101 

79 

144 

96 

118 

179 

63 

1,613 

101 

79 

144 

96 

118 

179 

63 

1,635 

101 

79 

144 

96 

140 

179 

63

1,635 

101 

79 

144 

96 

140 

184 

63

466 
378 
298 
138 
42 
12 

1,334 
35 
19 
25 
8 
3 
0 

90 
25 
26 
8 
1 
0 
0 

60 
45 
33 
37 
16 
7 
3 

141 
29 
23 
13 
10 
3 
2 

80 
32 
27 
21 
8 
1 
0 

89 
48 
43 
37 
19 
1 
0 

148 
16 
21 
10 
6 
1 
0 

54

482 
411 
278 
161 
37 
10 

1,379 
29 
31 
15 
13 
2 
1 

91 
24 
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2 
0 
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26 
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4 
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131 
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25 
18 
7 
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1 

89 
42 
29 
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2 
1 
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51 
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33 
24 
4 
0 

157 
22 
15 
15 
6 
0 
0 

58 

501 
425 
303 
149 
41 
7 

1,426 
37 
25 
24 
8 
4 
0 

98 
25 
21 
17 
10 
1 
0 

74 
51 
35 
31 
14 
5 
1 

137 
27 
31 
19 
9 
2 
1 

89 
45 
38 
22 
10 
3 
0 

118 
57 
47 
34 
22 
6 
1 

167 
19 
21 
10 
9 
0 
0 

59 

540 
442 
313 
163 
39 
7 

1,504 
35 
32 
19 
12 
2 
1 

101 
29 
22 
16 
9 
3 
0 

79 
45 
45 
27 
16 
4 
1 

138 
36 
24 
24 
10 
2 
0 

96 
50 
41 
29 
11 
3 
1 

135 
60 
53 
36 
23 
5 
1 

178 
21 
18 
15 
6 
1 
0 

61 

486 
476 
328 
165 
40 
7 

1,502 
32 
31 
25 
10 
3 
0 

101 
23 
25 
17 
8 
2 
1 

76 
50 
40 
35 
14 
4 
1 

144 
30 
32 
18 
12 
3 
0 

95 
45 
45 
31 
15 
3 
1 

140 
58 
55 
41 
24 
5 
1 

184 
16 
20 
13 
9 
0 
0 

58 
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0 
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0
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0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 
0 

令和 2年度（2020年度） 令和 3年度（2021年度） 令和 4年度（2022年度） 令和 5年度（2023年度） 令和 6年度（2024年度）
量 量 量 量 量確 確 確 確 確差 差 差 差 差

1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計

◉表の考え方
放課後児童健全育成クラブは提供区域を市域全体としていますが、
確保方策が小学校区ごととなり、区域を小学校として示しています。
表の見方は右記の通りです。

市
内
全
域

久
代

加
茂

川
西

桜
が
丘

川
西
北

明
峰

多
田

区
域
学
年

令和 2年度（2020年度）
量 確 差

量の見込み
確保方策

確保方策 -量の見込み

※確保方策の左欄は各クラブ
　利用登録の上限定員

（人）
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令和 2年度（2020年度） 令和 3年度（2021年度） 令和 4年度（2022年度） 令和 5年度（2023年度） 令和 6年度（2024年度）
量 量 量 量 量確 確 確 確 確差 差 差 差 差

1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計
1
2
3
4
5
6
計

多
田
東

緑
台

陽
明

清
和
台

清
和
台
南

け
や
き
坂

東
谷

牧
の
台

北
陵

区
域
学
年

33 
35 
16 
13 
7 
2 

106 
10 
10 
6 
5 
0 
1 

32 
9 
9 

12 
2 
1 
0 

33 
15 
12 
12 
2 
1 
0 

42 
14 
17 
7 
7 
4 
2 

51 
41 
30 
30 
12 
2 
0 

115 
51 
28 
21 
11 
3 
0 

114 
40 
21 
30 
10 
3 
1 

105 
23 
24 
13 
8 
5 
1 

74 

37 
32 
22 
10 
6 
2 

109 
12 
8 
7 
3 
1 
0 

31 
14 
8 
7 
6 
0 
0 

35 
13 
13 
9 
6 
0 
0 

41 
16 
12 
13 
3 
2 
1 

47 
45 
36 
23 
16 
3 
0 

123 
48 
40 
18 
10 
3 
0 

119 
37 
35 
14 
16 
3 
1 

106 
17 
20 
18 
7 
2 
1 

65 

38 
35 
20 
13 
5 
2 

113 
14 
10 
6 
3 
0 
0 

33 
14 
12 
6 
3 
1 
0 

36 
15 
11 
10 
4 
1 
0 

41 
12 
14 
9 
7 
0 
0 

42 
37 
40 
28 
12 
4 
1 

122 
48 
37 
27 
9 
3 
0 

124 
44 
33 
25 
7 
4 
1 

114 
18 
15 
15 
9 
2 
0 

59 

33 
36 
22 
12 
6 
1 

110 
17 
12 
7 
3 
0 
0 

39 
20 
12 
9 
3 
0 
0 

44 
20 
13 
8 
5 
1 
0 

47 
22 
10 
11 
4 
2 
0 

49 
28 
32 
31 
15 
3 
1 

110 
59 
37 
25 
13 
3 
0 

137 
51 
39 
23 
13 
2 
1 

129 
14 
16 
11 
8 
2 
0 

51 

38 
32 
23 
13 
5 
2 

113 
17 
15 
9 
3 
0 
0 

44 
19 
17 
9 
3 
0 
0 

48 
14 
17 
10 
4 
1 
0 

46 
12 
19 
7 
5 
1 
0 

44 
22 
24 
25 
16 
4 
1 

92 
43 
47 
25 
12 
4 
0 

131 
54 
45 
28 
12 
3 
0 

142 
13 
12 
12 
5 
2 
0 

44 

132 

48 

48 

48 

96 

115 

143 

120 

74 

132 

48 

48 

48 

96 

124 

152 

120 

65 

132 

48 

48 

48 

96 

124 

153 

120 

64

132 

48 

48 

48 

96 

124 

144 

129 

64

132 

48 

48 

48 

96 

119 

131 

142 

64

33 
35 
16 
13 
7 
2 
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10 
10 
6 
5 
0 
1 

32 
9 
9 

12 
2 
1 
0 

33 
15 
12 
12 
2 
1 
0 

42 
14 
17 
7 
7 
4 
2 

51 
41 
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10 
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35 
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　事業概要
保護者の疾病や仕事等により、家庭において養育を受けることが一時的に困難になった児童について、児童福祉施設
等に入所させ、短期間児童を預かる事業です。
　量の見込みの考え方
令和 2年度の量の見込みは平成 27年度～平成 30年度の平均値とし、令和 3年度以降は小学生以下の人口の変化と同
様に推移するものと想定します。
　確保方策の考え方
市内に当該事業を実施する児童福祉施設等はありませんが、近隣市町の施設を活用し、社会的な事由により養育が一
時的に困難になった児童や、緊急一時的に保護を必要とする母子を一定期間養育保護することにより、児童及び家庭
の福祉の向上を図ります。

　事業概要
生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を訪問し、乳児及びその保護者の心身の状況ならびに養育環境の把握・子
育てに関する情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭に対して適切なサービスの提供に結びつける事業です。
　量の見込みの考え方
量の見込みは、推計児童数における各年の 0歳児数とします。
　確保方策の考え方
こども・若者ステーションの赤ちゃん訪問員である保育士が、生後４か月までの乳児のいる全家庭を訪問し、面会で
きなかった児童については、保健センター等の関係機関と連携し、現認に努めます。また、支援が必要な家庭に対し
ては適切な子育て支援情報の提供や、専門機関との連携によって対応します。

１　育児支援家庭訪問事業
　事業概要
児童の養育を行うために支援が必要でありながら、何らかの理由により子育てに係るサービスが利用できない家庭に
対し、養育に関する専門的な相談指導・助言、家事等の養育支援を行う育児支援ヘルパーの派遣を行います。また、
出産前で特に支援が必要と認められる妊婦に対しても同様の支援を行います。
　量の見込みの考え方
令和 2年度の量の見込みは平成 27年度～平成 30年度の平均値とし、令和 3年度以降は 0歳児の人口の変化と同様に
推移するものと想定します。
　確保方策の考え方
児童虐待の未然防止、早期発見のために関係機関と定期的に情報共有を行い、支援を必要とする家庭に対しては、保
健師や保育士等の訪問による養育相談や支援、ヘルパー派遣による家事・育児援助を行います。

２　子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業
　事業概要
要保護児童対策協議会（子どもを守る地域ネットワーク）の機能強化を図るため、調整機関職員やネットワーク構成
員（関係機関）の専門性やネットワーク機関間の連携を強化し、地域住民への周知を図る取り組みを実施する事業です。
　確保方策の考え方
調整機関職員や要保護児童対策協議会構成員が資質向上を図る研修を受講するとともに、児童虐待防止につながる子
育て支援等についての講演会を開催し地域住民への周知を図ります。

4 時間外保育事業（延長保育）

5 乳幼児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん事業）

6 育児支援家庭訪問事業、子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業

132
132

0

129
129

0

127
127

0

125
125

0

123
123

0

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）年度

量の見込み①
確保方策②

② -①

986 965 942 921 901

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）年度

量の見込み

986 965 942 921 901

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）年度

量の見込み

（人）

（人）

（人）
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量の見込み

量の見込み

量の見込み

量の見込み

量の見込み

量の見込み

量の見込み

量の見込み

拠点
市独自

拠点
市独自

拠点
市独自

拠点
市独自

拠点
市独自

拠点
市独自

拠点
市独自

拠点
市独自

確保方策②
② -①

　事業概要
公共施設や保育所等の地域の身近な場所で、子育て中の親子の交流や子育てに関する情報提供等、不安や悩みの相談
等ができる場所を提供する事業です。
　量の見込みの考え方
令和 2年度以降、3号認定を除いた 0歳 -2歳児の変化と同様に推移するものと想定します。
　確保方策の考え方
令和 3年度に、未設置となっている清和台中学校区及び明峰中学校区への設置を図ります。

　事業概要
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった園児について、通常の教育時間の前後や長期休業期間中等、
主に昼間において幼稚園等で一時的に預かる事業です。
　量の見込みの考え方
令和 2年度以降、2号認定の増加割合及び 1号認定の減少割合と同様に推移するものと想定します。
　確保方策の考え方
当事業を実施する幼稚園等では、在園児の利用希望について、それぞれの園で対応することとなります。

7 地域子育て支援拠点事業

8 一時預かり事業（幼稚園等の在園児を対象）

52,537 
9 
4 

9,101 
2 
0 

11,938 
4 
0 

4,659 
0 
1 

8,609 
1 
0 

3,780 
1 
0 

6,707 
0 
2 

10,044 
1 
1

50,039 
11 
2 

8,632 
2 
0 

11,747 
4 
0 

4,552 
1 
0 

8,363 
1 
0 

3,944 
1 
0 

6,060 
1 
1 

9,239 
1 
1

47,836 
11 
2 

8,392 
2 
0 

11,327 
4 
0 

4,413 
1 
0 

7,794 
1 
0 

3,931 
1 
0 

5,408 
1 
1 

8,774 
1 
1 

45,478 
11 
2 

8,020 
2 
0 

10,965 
4 
0 

4,206 
1 
0 

7,356 
1 
0 

3,901 
1 
0 

5,078 
1 
1 

8,310 
1 
1 

45,231 
11 
2 

7,690 
2 
0 

10,589 
4 
0 

3,974 
1 
0 

7,080 
1 
0 

3,677 
1 
0 

4,771 
1 
1 

7,697 
1 
1 

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）

※確保…確保方策

年度

全
域確保

確
保

確
保

確
保

確
保

確
保

確
保

確
保

区
域

川
西
南

川
西

明
峰

多
田

緑
台

清
和
台

東
谷

4,711 
42,750 
47,461 
47,461 

0

4,355 
44,100 
48,455 
48,455 

0

4,094 
46,050 
50,144 
50,144 

0 

3,856 
47,850 
51,706 
51,706 

0

3,892 
48,300 
52,192 
52,192 

0

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）年度

1号認定
2号認定

計

量
①

地域子育て拠点事業の解説

※量…量の見込み

（人）

（人）
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確保方策②
② -①

量の見込み①

② -①

量の見込み①

② -①

　事業概要
子育ての援助をしたい人（協力会員）と援助をしてほしい人（依頼会員）が会員となり、地域の中で助け合いながら子
どもを自宅で預かる等の子育て援助活動をする組織の会員相互の連絡・調整を行う事業です。
　量の見込みの考え方
令和 2年度以降、就学児童の留守家庭児童育成クラブのニーズの変化と同様に推移するものと想定します。
　確保方策の考え方
ファミリ -サポートセンターにおける相互援助活動を実施することにより、仕事と育児を両立し安心して働くことが
できる環境を整備し、地域の子育て支援を行います。また、預かり中の子どもの安全対策のため、協力会員への講習
会等を実施します。ファミリーサポートセンターについてのＰＲを強化し、相互援助活動を担う協力会員の確保に努
めます。

　事業概要
家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児、または幼児について、主として昼間において、認定こ
ども園・保育所、その他の場所において一時的に預かり、必要な保護を行う事業です。
　量の見込みの考え方
令和 2年度はこれまでの実績値の平均値とし、令和 2年度以降、就学前の保育ニーズの変化と同様に推移するものと
想定します。
　確保方策の考え方
一時預かり事業を、特定教育・保育施設及び地域型保育事業所等で実施します。

　事業概要
病気や病気回復期にあり集団保育が困難な児童を、保護者の就労等の理由で保育できない際に、保育施設等に設置さ
れた専用室で預かる事業です。
　量の見込みの考え方
令和 2年度の量の見込みは平成 27年度～平成 30年度の平均値とし、令和 3年度以降は就学前の保育ニーズの変化と
同様に推移するものと想定します。
　確保方策の考え方
現在、病気やけがの病中から児童の保育を実施する病児・病後児保育事業は１日あたり３名の定員で実施しています。

9 一時預かり事業（保育所、ファミリーサポートセンター等）

10 病児・病後児保育事業

11 子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター）（就学児）

※確…確保方策
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5,566 
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977 

0

5,534 
5,148 

386 
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234 

0 
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令和 2年度
（2020年度）

令和 2年度
（2020年度）

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）

令和 6年度
（2024年度）

令和 6年度
（2024年度）

年度

年度

年度

低学年
高学年

計

一時預かり事業
子育て援助活動支援事業

子育て短援事業

病児・病後児保育事業
子育て援助活動支援事業

計

量
①

確
②

確
②

※量…量の見込み

（人）

（人）
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確保方策
実施場所：産科または婦人科の医療機関及び助産所（国内）
実施体制：兵庫県内協力医療機関及び助産所で受診…助成券　　兵庫県内協力医療機関及び助産所以外で受診…償還払い
検査項目：妊婦健康診査にかかる検査項目

　事業概要
子育ての援助をしたい人（協力会員）と援助をしてほしい人（依頼会員）が会員となり、地域の中で助け合いながら子
どもを自宅で預かる等の子育て援助活動をする組織の会員相互の連絡・調整を行う事業です。
　量の見込みの考え方
令和 2年度以降、就学児童の留守家庭児童育成クラブのニーズの変化と同様に推移するものと想定します。
　確保方策の考え方
ファミリ -サポートセンターにおける相互援助活動を実施することにより、仕事と育児を両立し安心して働くことが
できる環境を整備し、地域の子育て支援を行います。また、預かり中の子どもの安全対策のため、協力会員への講習
会等を実施します。ファミリーサポートセンターについてのＰＲを強化し、相互援助活動を担う協力会員の確保に努
めます。

　事業概要
子ども・子育て支援新制度における利用者負担額は、世帯の所得状況その他の事情を勘案して国が定める水準を限度
として、実施主体である市が定めることとされています。この利用者負担額のほか、教育・保育施設等によっては日
用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用、または行事への参加に要する費用（実費徴収等）
や上乗せ徴収を行う場合があります。
本事業は、保護者の世帯所得の状況等を勘案し、教育・保育施設等に対して保護者が支払うべき実費徴収等について、
低所得者の負担軽減を図るため、公費による補助を行うものです。
　確保方策の考え方
平成 27年度から、支給認定子どもの保護者のうち、生活保護世帯等を対象に、給食費及び日用品、文房具等または
行事への参加に要する費用の補助を実施しています。低所得者の負担軽減を図るため、引き続き補助を実施します。

　事業概要
保育の受け皿拡大や子ども・子育て支援新制度の円滑な施行のためには、多様な事業者の能力を活かしながら、保育所、
地域型保育等の設置を促進していくことが必要です。  
新たに設置・開設した施設が事業を安定的かつ継続的に運営し、利用者との信頼関係を築いていくためには一定の期
間が必要であることから、新規事業者が事業を円滑に運営していくことができるよう支援、相談・助言、さらには他
の事業者の連携施設のあっせん等を行うものです。
　確保方策の考え方
平成 28年度から地域型保育事業施設を対象に、事業を円滑に運営していくことが できるよう、保育内容や指導法等
の総合的な指導を行っています。
また、地域型保育事業における、連携施設のあっせんなどについても、必要に応じて実施できるよう検討します。

12 子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター）（就学児）

13 実費徴収に係る補足給付を行う事業

14 多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

771 
103 

791 
105 

830 
99 

875 
105 

872 
105 

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）年度

低学年
高学年量

※量…量の見込み

（人）
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基本指針関係記載事項
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Chapter6
01 第1期川西市子ども・子育て計画の成果（第6章）

1 第1期計画第6章の基本方針

2 計画期間中の主な取り組み

3 取り組み実施による成果

公立幼稚園と保育所の幼保連携型認定こども園への移行促進　

すべての公立教育・保育施設耐震化完了の見通しがついたほか、新たな施設が整備されたことにより、児童の快適な
教育・保育環境を確保

地域の拠点として適切な公立施設の配置

計画期間内に 4箇所の地域子育て支援拠点を整備・更新し、プレイルームなどのサービスを実施

耐震対策やバリアフリー化、アレルギー対策など、安全で安心できる施設整備を行い、一時預かりや子育て支援など
を実施

在園児の減少によって幼稚園において課題であった「適正な規模の集団形成」が可能となったほか、1号認定 3歳児の
受け入れや午後 8時までの延長保育、生後 57日からの保育が可能になったことに加え、こども園に通うすべての子
どもたちに給食を提供

市立幼稚園・保育所・認定こども園のあり方

Ko

do
mo Kosodate

Chapter6

第6 章

1 幼保一体化を進める施設の配置

1 公立教育・保育施設を更新・耐震化

2 拠点施設の整備

2 地域子育て支援拠点を充実

3 安全・安心の施設整備

3 こども園の強みを生かした教育・保育が可能に

事業実施後整備施設整備方針事業対象施設事業名

東谷中学校区
市立幼・保一体化施設整備事業

（仮称）
 市立加茂こども園整備事業

開園　2019年 4月 1日
定員　1号認定 170人、2・3号認定 60人
機能　地域子育て支援拠点・一時保育

開園　2018年 4月 1日
定員　1号認定 70人、2・3号認定 60人
機能　地域子育て支援拠点・一時保育

（仮称）
 市立川西こども園整備事業

開園　2020年 4月 1日（予定）
定員　1号認定 70人、2・3号認定 60人
機能　※将来一時保などに転用可能な設備有

（仮称）
 市立川西北こども園整備事業

開園　2022年 4月 1日（予定）
定員　1号認定 100人、2・3号認定 80人

牧の台幼稚園

加茂幼稚園

川西幼稚園

川西北幼稚園

緑保育所

加茂保育所

川西保育所

川西北保育所

一体化

一体化

一体化

一体化

牧の台みどり
こども園

加茂こども園

川西こども園

（仮称）
川西北こども園
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Chapter6 02 現在の状況

1 就学前児童の人口推計及び利用希望に関する動向

2 市立幼稚園の利用状況（全児童数：4・5歳児童数）

3 市立保育所の利用状況（0〜5歳児童数）

4 市立保育所の利用状況（0〜5歳児童数）

　第 1期子ども・子育て計画では、市立幼稚園児の減少や施設の老朽化・耐震化対策などのため、合計 9施設のあり
方を見直し、一体化・廃園を進めてきましたが、公立教育・保育施設を取り巻く状況については、以前にも増して大
きな変化が見られます。

2・3号認定定員は利用希望者数と定員との差が小さいのに対し、1号認定定員は利用希望に比べ過多の状況にあり、
今後もその状況が続く見込みです。

　いずれも定員に満たず、特に久代を除く 3施設において児童数は減少傾向が続いています（下表の「定員」は利用定
員）。

　いずれも弾力的な運用により定員を超えて児童を受け入れています。

　いずれも弾力的な運用により 2・3号認定については、概ね定員を超えた受け入れを行っています。1号認定につい
ては、特に川西幼稚園において在籍児童数の顕著な減少が見られますが、認定こども園へ移行した園は在園児童数が
拡大傾向にあります（川西幼稚園は 2020年に移行）。

※企業主導型保育事業所全定員含む

（人）

3,036 
1,082
1,325

243
3,623
1,289
1,321

32
2,122
2,865

743

3,069 
1,154
1,325

171
3,473
1,305
1,381

76
1,993
2,765

772

3,031 
1,190
1,361

171
3,394
1,340
1,465

125
1,903
2,665

762

2,963
1,212
1,361

149
3,319
1,377
1,465

88
1,821
2,565

744

2,893
1,184
1,361

177
3,350
1,390
1,465

75
1,838
2,465

627

令和 2年度
（2020年度）

令和 3年度
（2021年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 6年度
（2024年度）年度

0~2歳人口推計
3号施設希望①
3号施設定員②

② -①
3~5歳人口推計
2号施設希望③
2号施設定員④

④ -③
1号施設希望⑤
1号施設定員⑥

⑥ -⑤

※※幼保一体化予定施設を除く。5月 1日時点（出典：教育要覧ほか）

※幼保一体化予定施設を除く。5月 1日時点（出典：教育要覧ほか）

※一体化予定施設を含む。5月 1日時点（出典：教育要覧ほか）

（人）

（人）

（人）

78
54
71
66

83
86

121
66

129
60
25
65
64
81
39
65

89
49
51
64

85
100
120
66

146
64
36
66
64
81
36
61

66
46
35
56

85
99

121
66

135
66
27
66
57
78
30
60

61
48
37
60

82
98

120
67

144
64
21
66
49
78
61
58

62
33
28
46

80
100
120
70

129
87
25
69
56
76
80
68

平成 27年度
（2015年度）

平成 27年度
（2015年度）

平成 27年度
（2015年度）

認定区分
※括弧内は定員

平成 28年度
（2016年度）

平成 28年度
（2016年度）

平成 28年度
（2016年度）

平成 29年度
（2017年度）

平成 29年度
（2017年度）

平成 29年度
（2017年度）

平成 30年度
（2018年度）

平成 30年度
（2018年度）

平成 30年度
（2018年度）

令和元年度
（2019年度）

令和元年度
（2019年度）

令和元年度
（2019年度）

年度

年度

施設名

久代（定員 90人）
多田（定員 60人）

清和台（定員 60人）
東谷（定員 90人）

川西南（定員 80人）
小戸（定員 90人）
多田（定員 110人）

川西中央（定員 60人）

加茂

川西

川西北

牧の台
みどり

1号 (170)
2・3号（60）
1号 (70)
2・3号（60）
1号 (100)
2・3号（80）
1号 (70)
2・3号（60）
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03 課題

1 少子化・保育ニーズの増加に伴う市立幼稚園児童数の減少

2 待機児童の解消

3 施設の老朽化

4 市立教育・保育施設の果たすべき役割

　少子化による若年人口の減少が続く中、保育ニーズが増加することに伴い、1号認定のニーズには減少傾向が見ら
れます。
　特に市立幼稚園では平成 31年度の幼児教育無償化による影響が予想され、単学級の状態やクラス人数の減少によ
る集団規模の問題が懸念されることから、今後の動向を睨みつつ、施設のあり方を検討する必要があります。

　人口推計を見ると就学前児童は減少傾向にあるが、保育定員数は充足しない状況が続く見込みです。これまで、民
間誘致により保育定員の増を図ってきましたが、整備用地等の課題から、今後の待機児童対策においては、市立教育・
保育施設の活用も含めて検討する必要があります。

　いずれの施設も耐震基準は満たしていますが、既存の幼稚園及び保育所の園舎は、整備から 40年前後が経過し、
施設の老朽化が著しい状況です。
 児童の快適な教育・保育環境を確保するため、「川西市公共施設等総合管理計画」で定める通り、一体化のほか、残
存する施設においては定期的な改修等が必要となります。

・1学年の学級数は複数が望ましい
・適正な学級規模や学級数の確保が困難な場合には、統廃合や廃園も視野に入れて検討する。再編整備にあたっては幼稚園型認定
こども園等の活用をめざす

◉参考　川西市幼児教育問題審議会における市立幼稚園に関する答申（平成 21年 11月）

施設名

久代幼稚園

多田幼稚園

清和台幼稚園

東谷幼稚園

耐震補強

実施済

耐震性有

実施済

耐震性有

耐震補強

耐震性有

耐震性有

耐震性有

耐震性有

建築年度

1969

1972

1970

1976

耐震基準

旧

旧

旧

旧

耐震基準

旧

新

旧

旧

建築年度

1970

1982

1976

1978

施設名

川西南保育所

川西中央保育所

小戸保育所

多田保育所

民間の教育・保育施設では、独自の特色ある教育を行っています。それに対し、市立教育・保育施設は一定の質が確
保された教育・保育を推進することに加え、子どもたちを取り巻く環境が変化する中でその時々の社会の状況におい
て求められる教育・保育率を先して取り入れ、示していく必要があります。

保護者の経済的な負担を極力減らしつつ、様々な困難を抱える家庭や障害、アレルギー等、特別な支援が必要な児童
を受け入れ、いわゆるセーフティネットの役割を果たす必要があります。

それぞれの施設と各学校との円滑な接続を図るため教育・保育施設及び地域型保育事業所、その他の認可外施設間の
コーディネーターとしての役割を担う必要があります。

1 教育的役割

2 福祉的役割

3 施設間連携
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04 今後の方針と取り組み

1 市立幼稚園児童数の減少への対応

2 待機児童解消への取り組み

3 老朽化への対応

4 市立教育・保育施設としての取り組み

5 計画の見直し

　これまで、第 1期計画に基づき、幼稚園児数の減少に対応するため、幼保一体化などの取り組みを進めてきたが、
今後、「幼児教育・保育の無償化」の影響が予想され、令和 2年度以降の動向によっては、公立幼稚園のあり方について、
さらなる対応の検討が求められています。
　今後のあり方については、「幼児教育・保育の無償化」の影響を見定めた上、令和 2年度以降に川西市子ども・子育
て会議において協議を始めます。

　待機児童解消をめざし、第 5章「事業計画」の保育に関
する量の見込み及び提供体制の確保方策に基づき、施策を
推進します。
　また、1号認定児童数が減少する場合、既存施設を有効
に活用するため、趨勢を見極めながら、認定こども園 1号
及び 2号認定の受け入れ数の見直し等も含めて、待機児童
解消に向けた取り組みを行います。

　教育・保育の視点に加え、公共施設等の適性な配置や効果的・効率的な運営の方向性を示す「川西市公共施設等総合
管理計画」及びその下位計画である「個別施設計画」並びに現在策定中の「学校施設長寿命化計画」に基づき、急速に
進行する高齢化・人口減少等を踏まえながら、改修等を進めていきます。

　これまでに引き続き、一定の質が確保された教育・保育を実践し、求められる公立の水準を示すほか、新規事業の
導入に関しては、先進事例を参考にすることなどにより効果等の検証を踏まえた事業化を検討し、教育・保育や子育
て支援の充実に向け、新たな取り組みを率先して取り入れます。
　また、支援が必要な子どもや困難を抱える家庭を受け入れることに加え、子どもたちを受け入れ育む施設が多様化
する中、各学校や行政との調整を行う上で橋渡しの役割を果せる体制の構築を図ります。
　以上のことを推進するために、必要な人材確保に努めるほか、各園所の持つノウハウを引き継ぐ体制づくりをめざ
し、小学校との円滑な接続のために今後策定する「接続カリキュラム」の実施段階においては、市立施設が主導的な
役割を担い、いずれの地域においても実効性のあるカリキュラムとなるよう取り組みを進めていきます。

「幼児教育・保育の無償化」の影響を見極めた上で、各施設の方向性を適切に示すため、第 2期川西市子ども・子育て
計画の中間年である令和４年度（2022年度）に第 6章部分を見直し、「川西市総合計画」や「川西市公共施設等総合管
理計画」等と合わせて市立教育・保育施設のあり方について検討すします。

認定こども園 1号・２号の
受け入れ数を見直すことによる対応

1号　　２号 1号　　２号

受
入
数 受

入
数

受
入
数

受
入
数

需
要

需
要

需
要

需
要

令和 7年度
（2025年度）

令和 6年度
（2024年度）

令和 5年度
（2023年度）

令和 4年度
（2022年度）

令和 3年度
（2021年度）

スケジュール
令和 2年度

（2020年度）

各計画
施設整備の状況

総合計画

子ども・子育て計画

市立教育・保育施設整 川西こども園開設 （仮称）川西北こども園開設

第 5次後期 第 6次前期

第 2次 第 3次
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Chapter7
01 計画の推進に向けて

1 推進体制
　本計画は、本市における子ども・子育て支援、次世代育成支援の指針となるものであり、推進にあたっては、子ど
もや子育て支援に関連する部局との横断的な連携を図り、 全庁横断的に取り組むべき個別計画として位置づけていま
す。
　また、幼稚園・保育所・認定こども園・小学校等間の連携に加え「新・放課後子ども総合プラン」における小学校・
留守家庭児童育成クラブ・放課後子ども教室間の連携を行うほか、子ども・ 子育て、児童の健全育成に関わる施策が
効果的かつ効率的に展開できるよう、 ネットワークを充実します。
    また、本計画に記載している事業は、市の予算編成過程を経て、最終的に市議会の議決を受け実施を決定するこ
ととなりますが、いずれの事業も、本市の子ども・子育て支援や次世代育成支援の推進において重要な事業であるこ
とから、市の財政状況等と整合を図りつつ事業の推進に努めていくこととします。

計画の推進体制

Ko

do
mo Kosodate

Chapter6

第7章

行政・園（所）、関係団体の関係図



55川西市子ども・子育て計画第2期

2 関係機関・団体や企業等との連携と協働

3 計画の広報

4 評価指標

 　計画の推進にあたっては、行政のほか、民間事業者、NPO法人、子育て支援団体など、各主体が一体となって取
り組む必要が有ります。本計画の課題解決に向け、継続的かつ充実した支援が行えるよう、それぞれの連携を強化し、
協働による多方面からの支援を推進します。

 　計画における施策を着実に実行するため、各事業に関し、多くの人と情報を共有し理解を広める必要が有ります。
広報にあたっては、広報誌やホームページ、SNS、アプリなどの媒体に加え、チラシやお便りなどを活用し、ターゲッ
トを意識した PRを行うほか、特色のある事業については記者発表を行います。

　第 1期川西市子ども・子育て計画を引き継ぎ、本計画における施策の評価指標を以下のとおり設定し、計画の進行
管理を行います。
　検証・評価は川西市子ども・子育て会議で行うこととし、下記の評価指標に加え、計画第 4章の各事業に関しては、
それぞれの評価指数を設定し、毎年度報告するほか、第 5章の子ども・子育て支援事業計画部分については、実績値
により事業の進捗状況を報告します。
　また、第 6章の市立教育・保育施設のあり方に関しては、進捗をその都度報告することとし、継続的・定期的な評
価を行います。　

令和 7年度
（令和 6年度）

基準値
（平成 30年度）

方向性名称No.

妊娠から出産及び産後の 保健・医療サービスについて
満足している母親の割合

合計特殊出生率

アンケート調査より

84.3% 90.0%

98.9% 99.0%

1.29 上昇させる

53.2% 67.0%

31.4% 50.0%

29人※ R1 0人

52.4% 43.7%

各年度 4月 1日現在の待機児童数 (国基準 )

各年度末現在

母の年齢 5歳階級別出生数 ÷各年の 10 月 1日現在の女性人口

(乳幼児健康診査受診者数 +未受診児のうち状況を把握した人数 )
÷健康診査対象者数

市民実感調査より
※家族に中学生以下の子どもがいる市民が対象

市民実感調査より
※家族に中学生以下の子どもがいる市民が対象

2

1

3

4

5

6

7

乳幼児健康診査受診率

「子育てがしやすいまちだ」 と思う市民の割合

「子育て支援が充実している」 と思う市民の割合

待機児童数

児童扶養手当受給資格者に対する全部支給の割合
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